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データセンターのあらゆる問題に柔軟に対処

従来のデータセンターでは，ラック1本当たりに搭載で
きるIT機器の消費電力量は4 kW程度が限度とされてき
ましたが，近年のIT機器の高性能化・高集積化に伴い，ラッ
ク1本当たり10～20 kW程度の機器の搭載が必要になっ
てきました。そのため，IT機器を十分に冷却するための
冷却設備の消費電力量の増加により，データセンターの総
消費電力量の増大が問題となっており，冷却設備能力の向
上に強い期待が寄せられています。
そこで，日立グループは独自の冷却最適化技術を活用し，

IT機器稼動時の冷却効率が最適になるようにラックや冷
却装置を配置した「モジュール型データセンタ」の開発，
提供を開始しました。モジュール型データセンタでは，ラッ
ク1本当たり最大21 kWまでの冷却を可能にしながら，
従来型のデータセンター設備での稼動と比較して，設置面
積（床面積）を最大約75％※1），データセンター全体で使用
する消費電力を最大約27％※2），それぞれ低減します。さ
らにモジュールのパターン化により，構築期間を従来の6

か月から2か月へと約67％短縮できます。

鍵はラック型空調機とシミュレーション技術

　モジュール型データセンタの基本デザインは，ラック列
が2列で，床置タイプのラック型空調機とIT機器を搭載
したラックを交互に配置します。幅3.6～10（m）×奥行き
6.3（m）の箱型のデータセンターを基本に，最小約22 m2

のモジュール単位から構築することが可能です。また，
17パターンの配置例を用意しており，空間の形状やIT機
器の仕様に合わせて，柔軟に変更することもできます。
従来のデータセンターでは，二重床の床下に置いた冷却
装置から強力なファンで冷風を送り出していましたが，送
風距離が長く，また，床下のケーブルの増加により冷却能
力が十分に発揮できないなど，送風に多大な消費電力を必
要としていました。そこで今回は，IT機器に近接して局
所的に冷却できる床置タイプのラック型空調機を採用して
います。これにより空調機の消費電力を約70％削減し，
さらに冷却能力の向上によって高密度にIT機器を収容で
きるようになり，省スペース化が実現しました。

設計の要は，空調環境コンサルティングサービス「AirAssist」
です。これは，スーパーコンピュータの効率化のために 

日立グループが独自に開発した空調環境診断システムで，
熱だまりなどの阻害要因をシミュレーションであらかじめ
検証し，最適化を図っています。それによって，空調機，
IT機器や分電盤などを，冷却効率が最大になるよう，モ
ジュール内に最適配置できるようになったのです。

日立グループの総力でグリーン ITを推進

　日立グループは，2007年より環境対応のIT製品の開発
を強化し，2008年度からの5年間のCO2 排出量を累計33

万t削減するHarmonious Greenプラン，そして，データ
センター全体の省電力化により，2012年までに消費電力
量を2007年度比で最大50％削減を目標とするプロジェク
トCoolCenter50を立ち上げ，CO2 削減や省電力化に積極
的に取り組んでいます。今回のモジュール型データセンタ
の開発もその一環です。サーバから冷却装置，コンサルティ
ングサービスに至るまで，トータルにソリューションを提
供できるのは日立グループならではと言えるでしょう。今
後も，日立グループ各社の総力を結集して，グリーンIT

を推進していきたいと思います。

省電力・省スペースでグリーン ITの推進に貢献する
「モジュール型データセンタ」
近年，データ量の爆発的増加に伴う IT機器の増大により，エネルギー消費量が急増している。
5年後には国内にあるデータセンターの消費電力は倍増し，発電所 1基分の電力が必要になると予想される。
そうした中，日立グループは IT機器や冷却装置の配置を最適化した「モジュール型データセンタ」を開発した。
データセンターのエネルギー消費量を大幅に削減し，グリーン ITの推進に貢献していく。

日立製作所 情報・通信システム社 情報・通信グループ エンタープライズサー
バ事業部 サービスビジネス本部の澤本英雄 本部長付（左），省電力設備シス
テム部の古谷野宏一 主任技師（右）

※1） 250 kWシステム導入時において，壁設置型空調機採用のデータセンター
〔2008年6月のJEITA（社団法人電子情報技術産業協会）データに基づ
く。〕と比較した場合。

※2） IT機器電力，空調電力，電源設備損失について，壁設置型空調機採用の
データセンター（2008年6月のJEITAデータに基づく。）と比較した場合。
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企業情報システムへの本格的なクラウド導入を支援

　今，多くの企業では，IT投資の全体最適化と競争力向
上を図るため，クラウドコンピューティングの導入を検討
し始めていますが，実業務に適用するには信頼性やセキュ
リティに不安があるという声も少なくありません。そこで，
日立グループは，既存の基幹システムと同等レベルの信頼
性，性能，セキュリティをめざした日立クラウドソリュー
ション Harmonious Cloudの提供を開始しました。
　これは，ビジネスPaaS（Platform as a Service），ビジネ
スSaaS（Software as a Service），プライベートクラウドの
三つのソリューションで構成され，導入コンサルティング
から設計・構築，運用までお客様のシステムへのクラウド
適用をトータルに支援します。

可用性と耐障害性，セキュリティ，集約性に優れた製品群
　ビジネスPaaSソリューションは，高信頼なプラット
フォームリソースを，ネットワークを経由してオンデマン
ドで利用できるサービスです。「ソフトウェアスタック提
供サービス」や「リソースキャパシティ保証サービス」など，
お客様のビジネスを短期間で立ち上げ，安定運用を実現す
る日立独自のメニューがあります。その基盤には，統合サー
ビスプラットフォーム「BladeSymphony」や「日立ディス
クアレイサブシステム」，日立サーバ仮想化機構「Virtage

（バタージュ）」といった，可用性と耐障害性，セキュリティ，
集約性に優れた製品群が適用されており，最先端のグリー
ンIT設備を設置した環境配慮型データセンターで運用す
ることで，CO2削減と省電力も追求しています。
　ビジネスSaaSソリューションでは，約4万社の会員企

業を擁する国内最大級の企業間ビジネスメディアサービス
「TWX-21」の基盤上に，REACH（Registration, Evalua-

tion, Authorization and Restriction of Chemicals）規制な
どに対応した環境情報交換，商取引情報交換Web-EDI

（Electronic Data Interchange），MRO（Maintenance，
Repair and Operation）集中購買，図面／仕様書管理サー
ビスなどをメニュー化しました。複数の企業間取引をワン
ストップで実現するマルチテナント型のサービスで，業務
ロール（役割）や利用者に応じたアクセス制御と，サービ
スを継続的に拡張させる循環型エコシステムであることが
特長です。つまり，高付加価値な業務アプリケーションを
「作る」ことなく「使う」ことに専念していただけるのです。

お客様に最適なクラウド環境の提供をめざす

　プライベートクラウドソリューションでは，ミッションク
リティカルシステムで実績ある製品群と構築・運用ノウハウ
を提供し，お客様のサイト内でのクラウド環境の構築を支
援します。将来的にはお客様の業務目的に合わせ，お客様
企業内のクラウドとビジネスPaaSソリューション，ビジネ
スSaaSソリューションをバランスよく連携させた，より戦
略的で柔軟なシステムの構築・運用にも注力していきます。
今後，お客様ニーズの多様化や高度化，クラウド活用の
グローバル化に伴い，より細かな粒度で仮想化されたさま
ざまなITリソースをセキュアかつ柔軟に利用できること
が求められます。それに応える先進的な技術開発と業界標
準をめざす取り組みにも参画しながら，長年にわたって
ミッションクリティカルな社会インフラシステムを支えて
きた実績を生かし，お客様に最適なクラウド環境を提供し
ていきたいと思います。

お客様企業内で
クラウドシステム
を構築・運用

アプリケーション機能を
サービスとして提供

ITプラットフォーム
リソースを
サービスとして

提供

プライベートクラウド
ソリューション

ビジネスPaaS
ソリューション

高信頼 環境配慮
高セキュリティ

ビジネスSaaS
ソリューション

クラウドコンピューティング時代の企業情報システムを支える
日立クラウドソリューション Harmonious Cloud
ネットワークを通じて ITリソースを活用する「クラウドコンピューティング」の時代において，
企業情報システムは「所有」から「利用」へと劇的に変化しつつある。日立グループはこのような潮流の中，高信頼，高セキュリティ，
環境配慮を特長としたクラウドサービス基盤を，日立クラウドソリューション Harmonious Cloudとして提供開始した。
これまで社会インフラシステムを支えてきた実績を生かし，幅広い企業のミッションクリティカルな業務への適用に向けて，さらなる強化を進めている。

左から，日立製作所 情報・通信システム社 情報・通信グループ 産業・流通
システム事業部 産業第二システム本部 TWX-21センタの桃木典子 部長，プ
ラットフォームソリューション事業部 企画本部 事業戦略部の音瀬三智子 主任
技師，中央研究所 プラットフォームシステム研究部の保田淑子 主任研究員

日立クラウドソリューション Harmonious Cloudの概要
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MVNOのビジネス参入をワンストップで支援

日本の情報通信事業はこれまで，キャリア（通信事業者）
がネットワークや端末，サービスを一貫して提供する垂直
統合型のビジネスモデルで市場を形成していました。しか
しWiMAX＊（Worldwide Interoperability for Microwave 

Access）などの高速モバイル通信の登場を契機とした総務省
の政策により，自前では無線局を持たないMVNO（Mobile 

Virtual Network Operator：仮想移動体通信事業者）が，モ
バイルビジネスに参入するチャンスが一気に拡大しました。
　とは言え，実際にMVNO事業を開始するには，サービ
ス運営に必要な情報システム，コンタクトセンターなどの
設備投資が必要です。そこで事業の立ち上げをスピー
ディーかつ低コスト，ワンストップで支援するために開始
したのがMVNO事業支援サービスです。

多種多様なサービスモデルの開発期間を大幅に短縮

　これは，WiMAX通信キャリアに対するフルアウトソー
シングで導入実績のあるMVNE（Mobile Virtual Network 

Enabler：仮想移動体サービス事業者）プラットフォーム
とコンタクトセンターのサービスをメニュー化したもので
す。高信頼なキャリアグレードの業務プロセスを実現する
サービス基盤をネットワーク経由のSaaS（Software as a 

Service）として提供するのは，業界初の取り組みとなります。
　MVNEプラットフォームは，通信設備との接続に関す

るサービスと，顧客管理や課金・請求，物流管理などのサー
ビスを，各MVNOに応じて柔軟にカスタマイズできます。
特徴は，業務全体の流れを制御するビジネスプロセスと顧
客管理や課金・請求などの業務処理を実現するサービスコ
ンポーネントを分離したこと，また，ビジネスプロセスと
サービスプロセス全体をリアルタイムに連携させるトラン
ザクション処理基盤「Kabira＊」を採用したことです。こ
れにより，多様なサービスモデルの開発期間が大幅に短縮
でき，エンハンスも容易になりました。
　MVNO事業に必要なコンタクトセンターサービスに
も，通信キャリアの事業展開をトータルにサポートしてき
た私たちのノウハウが生かされており，MVNOの業務負
担軽減と継続的な業務改善にお役立ていただけます。

サービスそのものが主役となるパラダイムシフト

　WiMAXを適用したサービスには，さまざまな事業分野
からのプレイヤが参入し，近い将来にはM2M（Machine 

to Machine）のサービスモデルも出現すると予想されてい
ます。やがてネットワークを意識しない，サービスそのも
のが主役となるパラダイムシフトが起こってくるでしょ
う。そのときこそ，多様なサービスモデルに柔軟に対応で
きる高信頼のMVNEプラットフォームと，幅広いデバイ
ス技術をあわせ持つ私たちの強みがお客様にとって非常に
役立つものとなります。新たなサービス創出とモバイル社
会の発展を支えるため， 今後もMVNO事業支援サービス
を拡充させていきたいと思います。

モバイル通信で実現する新たな付加価値サービス

日立MVNO事業支援サービス

MVNO

MVNE

通信設備
MNO

サービス提供

遠隔
医療現場
支援

注 ： 略語説明　MNO（Mobile Network Operator）

子ども見守り
防災・

セキュリティ

サイネージを
活用した
双方向

コミュニケーション

オンライン
ゲーム

旅先での
ナビゲーション
サービス

個人に
向けた
金融
サービス

ネット
ショッピング

MVNEプラットフォーム利用サービス

コンタクトセンタ－サービス

エンドユーザー

モバイルビジネス参入を高信頼基盤でサポートする
MVNO事業支援サービス
2.5 GHz帯の周波数を利用する次世代高速モバイル通信の出現により，
通信キャリアから設備を借りて独自にサービスを展開するMVNOビジネスが本格化している。
日立グループは，このようなMVNOに対し，通信事業者に導入実績のある高信頼なプラットフォームと
コンタクトセンターのサービスを提供するMVNO事業支援サービスを開発した。

日立製作所 情報・通信システム社 情報・通信グループ ネットワークソリュー
ション事業部 ソリューション本部の中澤秀夫 本部長付（左），ソリューション
第二部の高村祐史 部長（右）

MVNO事業支援サービスの概要

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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ITソリューション・サービス
急激な経営環境変化への迅速な対応，持続可能な社会の実現に向けた環境対応，情報社会の安全・安心確保など，
企業や公共機関には，さまざまな課題への ITによる解決が求められている。日立グループは，顧客の協創のパートナーとして
ビジネスの基盤強化，発展，そして変革を支える付加価値の高いソリューションやサービスを提供している。
最先端の ITを軸に多様な技術，経験，ノウハウを融合させ，ビジネスや社会のイノベーションに貢献していく。

環境配慮型データセンター
横浜第 3センター

1

近年，企業を取り巻く環境が厳しく
なる中，経営に必須である情報システ
ムに対しては投資抑制や運用コストの
削減，業務効率化などが求められてお
り，データセンター活用への企業ニー
ズがますます高まっている。一方，地
球温暖化など環境問題に対して注目が
集まっており，データセンターにも環
境への配慮が強く求められている。
　こうした背景の下，横浜のデータセ
ンターを拡張し，2009年7月に「横
浜第３センター」を開設した。同セン
ターは，日立グループの総力を結集し，
堅牢（ろう）性，信頼性を十分兼ね備
えるとともに，最先端のグリーンIT

を駆使した環境配慮型データセンター
である。内部には，一元管理による迅
速な障害対応支援など，充実した運用
管理を行う日立統合管制センターを設
置している。さらに，企業の膨大な業
務に対応する高信頼，高セキュリティ
なクラウドコンピューティングの検証

やサービス提供を行うHarmonious 

Cloudセンターも設置している。
　横浜第3センターの開設により，今
後ますます高まるデータセンターサー
ビスに対する企業ニーズに最大限応
え，ユーザーの経営強化にいっそう貢
献していく。

ビジネス SaaS「TWX-21」による
欧州 REACH規則対応の
環境情報交換サービス

2

欧州REACH（Registration, Evalua-

tion, Authorization and Restriction of 

Chemicals）規則などのグローバルな
環境規制対応のため，環境情報のデー
タ作成・情報交換・管理・集計といっ

横浜第3センターの外観（左）と日立統合管制センター（右）1

TWX-21環境情報交換サービス2

環境情報収集サービス バイヤー企業
（TWX-21ユーザー）

購買部門

環境部門

品質保証部門

バイヤー企業
（他社ASユーザー）

JAMP-GP

JAMP-GP
連携サービス

環境情報
DBサービス

環境情報
収集サービス
1

2

3

1

2

3

TWX-21

情報交換

部品メーカー
資材 ・ 調剤メーカー
データ作成
業界標準無償ツール
JAMP AIS  作成支援ツール
MSDSplus  作成支援ツール
JEITA AIS  作成支援ツール

サプライヤー企業
（TWX-21ユーザー）

営業部門
品質保証部門

設計部門
環境部門
購買部門

AIS MSDSplus

他社AS

サプライヤー企業
（他社ASユーザー）

新着など
通知メール

AIS MSDSplus

環境情報DBサービス

JAMP-GP連携サービス

事前公開した情報の自動
回答・変更通知により複数
のバイヤー企業に送付する
煩雑な手間を削減

添付ファイル情報交換方式
による各種法規制・商習慣
対応

JAMP-GPを通じてさまざま
な業種のバイヤー企業，サ
プライヤー企業と情報交換

TW
X

-21

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

TW
X

-21 

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

W
eb 

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

DB（Database）， JEITA（Japan Electronics and Information Technology Industries Association）， JAMP-GP（Joint Article Management
Promotion-consortiumーGlobal Portal）， AIS（Article Information Sheet）， MSDSplus（Material Safety Data Sheet Plus）， 
AS（Application Service）

注 ： 略語説明
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た企業間にまたがる業務の効率化を進
めるSaaS（Software as a Service）型ビ
ジネスアプリケーションサービスを開
発し，約4万社が利用する企業間ビジ
ネスメディアサービス「TWX-21」上
で2009年7月に提供を開始した。
環境情報の提供・収集機能は，製造
業である日立グループが取引企業とと
もに培った利用ノウハウを反映したも
のである。JAMP（Joint Article Man-

agement Promotion-consortium）をは
じめとする各種法規制向けの業界標準
フォーマットに対応し，業界標準認定
を受けた商流EDI（Electronic Data 

Interchange），設計図面交換などを同
一のID／画面／操作環境で利用でき
る。また，業界標準無償データ作成・
集計ツールと組み合わせることによっ
て導入コストを抑え，必要に応じて
データ作成・管理・集計機能を追加で
きるという特長がある。さらに2010

年3月には，英語と中国語のグローバ
ル化対応を開始する。
今後もヘルプデスク，ユーザー連絡
会，業界活動などを通じて蓄積したニー
ズを基にエンハンスし，環境規制変化
への顧客の対応を支え続けていく。

「SAP EHS Management」を
基盤とした住友化学株式会社
化学品総合管理システム

3

住友化学株式会社は，化学品のライ
フサイクルの各段階を想定したリスク
評価・管理を行うとともに，独自に情
報管理システムを構築して運用してき
たが，今回，システムを刷新し，化学
品総合管理システム「SuCCESS

（Sumitomo Chemical Comprehensive 

Environmental, Health and Safety 

Management System）」を構築した。
これにより，長年にわたって蓄積し
てきたデータも生かしながら，住友化
学が取り扱うすべての化学品について

の安全性や適用法規，MSDS（Material 

Safety Data Sheet）などに関する情報
の一元管理が可能となり，すべての社
員がイントラネットを通じて必要な情
報を閲覧し，リスク管理に活用するこ
とができる体制が整った。
これまで培ってきた環境や安全に関
する業務ノウハウや化学業界における
さまざまなシステム構築の経験，そし
て豊富なSAP＊ ERP（Enterprise Re-

source Planning）のシステム構築のノ
ウハウなどを生かし，今回のシステム
を構築した。SAPの環境ソリューショ
ン「SAP EHS Management」を基盤
としており，これはグローバルにビジ
ネスを展開する欧米の多くの大手化学
メーカーで導入されているが，国際対
応も視野に入れた本格導入は，日本の
化学メーカーとしては初めてのことで
ある。

今後も企業の環境・安全活動全般に
関するさまざまなソリューションを提
供していく。

クラウドコンピューティングにおける
「指静脈認証サービス」

4

　クラウドコンピューティング時代に
おけるアプリケーションやサービスが

広がっていく中，ネットワーク利用時
のセキュリティ対策の一つとして，な
りすましを防止し，アクセスログ管理
を確実にできる生体認証技術への期待
は高い。多くの職員が機密情報を取り
扱う大企業や官公庁においては，暗号
化した生体情報をサーバで一括管理す
る日立グループの指静脈認証システム
の導入が進んでいる。一方，セキュリ
ティ強化はしたいが，自社による指静

住友化学株式会社化学品総合管理システムの概要3

製品 ・ 中間体

組成情報
物化性情報
安全性情報
法規情報
GHS分類

品目 ・ BOM情報
生産 ・ 出荷量情報

組成情報
物化性情報

安全性情報

法規情報
安全性情報

組成情報
物化性情報

安全性情報

試験結果
ドキュメント調達先入手

MSDS

調達先入手
MSDS

SuCCESS

豊富な検索機能（リスト検索機能）
化学物質情報を閲覧（品目 ・ CAS ・ 化審法No. など）
法規該当品目一覧／高懸念物質不使用一覧
特定物質の含有一覧／出荷量調査一覧

帳票生成
MSDS原案（多国語対応）
GHSラベル原案／イエローカード原案
社内管理資料原案（プロセス安全検討会資料）

文書管理

コンテンツ提供

購入原材料

SAP EHS Management

SAP ERP

注 ： 略語説明　GHS（Globally Harmonized System of Classification， Labelling of Chemicals）， CAS（Chemical Abstracts Service）， BOM（Bill of Materials）

キャンセラブルバイオメトリクス技術4

クライアント

変換

乱数と区別できない
データに変換

・・  生体情報を変換（暗号化）したまま照合可能
・・  変換後の生体情報を， 元に戻さず再変換可能

パラメータ

指静脈
認証センサー 登録情報

（変換生体情報） 照合

サーバ

登録

認証
OK/NG

生体情報

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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脈認証システムの構築・運用には慎重
な企業も少なくない。
　安全・安心・便利な指静脈認証を導
入したいものの，認証システム構築へ
の初期投資が困難な企業に対して，当
該企業が利用するクラウドサービスの
認証手段として，指静脈認証サービス
の提供を開始する予定である。
クラウド型指静脈認証システムを
サービス運用するにあたっては，生体
情報の漏洩（えい）リスクを回避する
新技術「キャンセラブルバイオメトリ
クス技術」を指静脈認証サーバに適用
することにより，生体情報のサーバ管
理に抵抗感がある企業でも，安心して
サービスの利用が可能となる。

中国市場における
指静脈認証ソリューションの展開

5

日立（中国）有限公司，北京日立北
工大信息系統有限公司と連携し，2008

年度より，中国における指静脈認証ソ
リューションの販売を開始した。
具体的には，本人情報照会システム，
出退勤管理システム，携帯電話のメー
ル機能と連携した幼稚園送迎システム
などの指静脈認証ソリューションを開
発し，現地企業や幼稚園への導入を進
めている。
中国中央政府（工業・信息化部）が，

2009年度の重点施策として推進する
工業化と情報化の融合，および情報セ
キュリティ強化の方針などにより，指
静脈認証ソリューションへの関心は非
常に高まっている。
今後は，中国各地域の代理店との連
携による販売網強化により，官・民へ
の展開を強化し，中国における生体認
証セキュリティソリューションのデ
ファクトスタンダード化をめざす。

セキュアオフィス，
セキュアキャンパスソリューション

6

セキュリティ意識の高まりから，社
員証や職員証，学生証など保有者の
IDを証明する「ID証」のIC（Integrated 

Circuit）カード化が進んでいる。
このような中，顧客の幅広い要望，
セキュリティニーズに応えるために，
「日立ID証ソリューション」を提供し
ている。これは，ID証を用いた情報

セキュリティ（PCログイン認証，認
証プリント，ログ管理，重要書類管理），
入退管理・映像監視，勤怠管理，食堂
や売店でのキャッシュレス決済，ID

発行管理・カード発行など，システム
の導入コンサルティングから，利用用
途に応じたカード仕様の選定，カード
発行，システム構築，運用までをトー
タルにサポートするものである。

ID証ソリューションは，職域向け
の「セキュアオフィス」，文教向けの「セ

北京日立北工大信息系統有限公司が提供する幼稚園お迎えソリューション5

幼稚園送迎システム

幼稚園 （3）入出園管理（事務室）

（1）入園認証（校舎出入口） （2）出園認証（校舎出入口）

・ ・ 認証用パネル端末

・ ・ 認証サーバ
  指静脈情報
  の照合

・ ・ 情報管理PC
  ユーザーの登録， 削除
  入出園情報の監視

セキュアキャンパスソリューション6

講堂

保健管理センター

学部　講義室 ・ 教室 学生会館

サークル棟

研究棟

学生支援センター
図書館

体育館

食堂 ・ 売店

総合メディアセンター

キャンパス全体

レベル3 本部管理棟

研究棟， サークル棟， 学生支援センターなど

図書館， 講義室 ・ 教室など

キャンパス全体， 食堂 ・ 売店など

レベル2

レベル1

レベル0

正門

レベル0食堂・売店

・ 次世代
 図書館システム
 （ミューチップ活用）

・ 決済システム
・ 指静脈マネー

レベル0キャンパス全体
・ 監視カメラ
・ 入退室管理

ゾーニング（例）

レベル1図書館
・ 出席管理システム
・ PCログイン
・ 入退室管理

レベル1講義室・教室
・ 勤怠管理システム
・ 重要書類
  保管管理システム
・ PCログイン
・ 認証プリント

・ 指静脈入退室
・ 認証プリント

レベル2研究棟

・ 媒体管理システム
・ PCログイン
・ 認証プリント

レベル2総合メディアセンター

・ 証明書
    自動発行システム

レベル2

職
員
学
生
地
域
住
民

そ
の
他

本部管理棟

本部管理棟 レベル3

学生支援センター
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キュアキャンパス」の二つを柱に，さ
まざまなシステムインテグレーション

を実施することで，セキュリティと利
便性を両立した，顧客に最適なソ
リューションを提供している。
今後もさらに安全・安心・便利で付
加価値の高いソリューションを提供し
ていく。

日本通運株式会社
航空貨物 RFIDトレーシングシステム
UHF帯 RFID「μ-Chip Hibiki」

7

　近年のグローバリゼーションの進
展，新興国市場の拡大に伴い，生産拠
点や物流拠点を海外に移転，新設する
企業が増加している。グローバルな物
流においては，市場の需要変動に迅速
かつ的確に対応するため，業務効率の
向上，物流の最適化といった高度な
SCM（Supply Chain Management）
の構築が必要であり，特に輸送情報の
リアルタイムでの「見える化」が必須
となっている。
日本通運株式会社（以下，日通と記
す。）は，従来のサプライチェーンの
見える化をいっそう進め，より高度な
輸送情報を提供するため，UHF（Ultra 

High Frequency）帯のRFID（Radio-

frequency Identifi cation）（ICタグ）を
貨物に貼（は）り付け，トレースする
システムを導入した。成田国際空港近
接，上海浦東国際空港近接の施設にお
いて，国際標準規格に準拠した日立の
UHF帯RFID「μ-Chip Hibiki」を利
用したトレーサビリティシステムを構
築し，個体レベルのトレースによるサ
プライチェーンの見える化と，業務プ
ロセスの効率化による付加価値の高い
サービスを実現し，2008年9月から
運用を開始している。
このシステムは，成田のCFS（Con-

tainer Freight Station）※1）から輸出し
た貨物を上海の荷主までトレースする
システムである。
業務の流れとしては，輸出用の成田

CFS内において，B/L（Bill of Lading：
運送状）ごとの貨物と，複数B/Lをま

とめたULD（Unit Load Device）※2）の

それぞれにRFIDを貼り付ける。それ
ぞれのRFIDを作業ごとに読み取るこ
とによって，システム上において，荷
主の出荷明細とRFID内に記録してい
る番号がひも付けされる点がこのシス
テムの大きなポイントである。RFID

を読み取られたULDは，成田から上
海へと航空機で運ばれ，輸入用の上海

CFS内で荷解きされ，荷受人へと配送
される。この間，荷主やサプライチェー
ンを構成する各社は，Web上の追跡
ページから任意の検索キーによって貨
物情報を照会・共有することができる。
［主な特徴］
（1）世界標準コード〔ISO（International 

Organization for Standardization）〕
体系による情報提供
（2）貨物状況の情報をリアルタイムで
提供
（3）個品単位の貨物情報の提供
（4）複数RFIDの一括同時読み取りに
よる作業時間の短縮，作業ミスの低減
今後，国内主要空港のほか，日通の
海外主要拠点への導入も予定してい
る。また，温度・衝撃センサーと
RFIDとの連携により，輸送中の貨物
状態を定期的にRFIDに書き込むこと
で状態把握が行えるサービスや，反復
資材の管理や環境規制情報の付加など
に寄与する仕組みの構築により，さら
なる高品質なサービスの提供を検討し
ていく。
なお，このシステムは株式会社日経

BP主催「IT Japan Award 2009」にお
いて準グランプリを受賞した。
今後も，日立グループはこのような

RFIDを活用したトレーサビリティシ
ステムを顧客に提供するとともに，ト
レーサビリティ・RFID事業を通じて，
安全，安心，快適な社会の実現に貢献
していく。

顧客との協創を実現する
Exアプローチによる
システム開発

8

システム開発上流工程において「エ
クスペリエンス（経験価値）」の視点
からユーザーの思考や行動を洞察する
ことで，ユーザーの好ましい経験を創日本通運株式会社航空貨物RFIDトレーシングシステムの概要7

Web
サーバ

荷送人 荷受人

荷送人
出庫

日通保税
倉庫搬入

（1）国際標準に準拠したインタフェースにより構築 → 国や企業の壁を越えた情報共有が容易
（2）「物」と「情報」の一致（タイムラグの解消）による高品質な追跡管理の実現
（3）複数のRFIDを一括読み取り → 目視作業によるタイムロス， ミスの発生を低減

日通保税
倉庫搬入

日通保税
倉庫搬出

日通保税
倉庫搬出航空会社

納品ULD
積み付け

ULD
積み降ろし

（1）

（2）

（3）

成田 上海

日通基幹システム

日通航空成田CFS 日通航空上海CFS

RFIDオペレーション
サーバ

※1） 輸出時に貨物を仕向け地ごとに仕分けし，コンテ
ナに搭載する貨物倉庫。輸入時はその逆となる。

※2） 航空機搭載用のコンテナやパレットの総称。
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出し，その価値をわかりやすく伝え，
共感を実現する方法論「Experience 

Oriented Approach」（以下，Exアプ

ローチと記す。）を提唱・推進している。
Exアプローチにおいては，（1）理解
の感動：本質の発見と理解，（2）展望
の感動：新たな価値の創造，（3）納得
の感動：共感・納得による推進力の3

段階のステップによって顧客との協創
を実現する。そのための手法として，
製品デザインの企画・構想段階で培っ
た「人間中心設計」や「創造的課題解
決手法」などのデザイン技術を，日立
グループで保有する上流コンサルティ
ング技術と組み合わせて活用する。
また，Exアプローチを実践する人
材として「ファシリテータ」，「エンジ
ニア」，「デザイナー」の3種類の人材
スキルを定義し，育成に着手している。
今後は幅広いプロジェクトへの適用
を通じて，活用ノウハウの蓄積と手法
の拡充・高度化を行い，システムやサー
ビスにおける新たな経験価値の創出を
めざす。

「CMMIコース」による
SE業務の改善と人材育成

9

SE（Systems Engineer）の業務改善
にはさまざまな手法がある。TQM

（Total Quality Management）やTQC

（Total Quality Control）はその代表例
であるが，開発プロセスの一部に活用
されて効果を上げているものの，全体

の最適化には必ずしもつながっていな
い場合がある。昨今の厳しいビジネス
環境で生き抜くためには，従来にも増
して高品質で競争力のある製品を開発
し，適正な価格で提供することが求め
られる。

CMMI＊（Capabil i ty Maturity 

Model Integration）のプロセス改善活
動は，組織の継続的な全体最適化を実
現する有力な方法として注目され，米
国CMU/SEI（カーネギーメロン大学
ソフトウェアエンジニアリング研究
所）には各国から改善実績報告がなさ
れている。ただし，即効性を求めるよ
りも，ごく当然の知識として身につけ，
組織文化に浸透するよう段階的に取り
組む正しい理解が重要である。
これらの観点から，CMMIコース

の提供を通じて，組織のプロセス改善，
SEの業務改善に貢献していく。
（株式会社日立インフォメーションア
カデミー）

Exアプローチのフレームワーク8

構想策定 システム化計画策定

理解の感動 本質の発見と理解

展望の感動 新たな価値の創造

エクスペリエンス（経験価値）の視点により
顧客との協創を実現する日立グループの技法 ・ ノウハウ

検討軸フレームワーク
・ ・ 検討領域フレームワーク
・ ・ 検討レベルフレームワーク
・ ・ 課題分析フレームワーク
・ ・ 機会制約分析フレームワーク
・ ・ Fit and Gap分析フレームワーク　ほか

顧客

まずは
ちょっと知
りたい

スタート時
点の信頼
感

顧客
のことを
知る親身
さ

決定は
顧客に
任せる
紳士さ

皆どうしているの
か／商品紹介
（簡単に）

顧客の情報取
得／それに対する
仮説の提示

商品の特徴・詳細
商品選択の変更

もっと知っ
て安心し
たい

自分に
合ってい
る満足感
を得たい

今のま
までい
いの？

気軽な開始 関係の醸成 納得感の醸成

でも自
分は・・・

この商
品なら
・・・
オプ
ション
なら・・・

将来子
供には
・・・

周りの
人は？

Step1 Step2 Step3

代理店

・ ・ 利用状況調査／エスノグラフィー
・ ・ デプスインタビュー
・ ・ ペルソナ法
・ ・ 各種プロトタイピング
・ ・ ユーザビリティテスティング

・ ・ エクスペリエンス（経験価値）の表記手法
・ ・ ビジネスORIGAMI
・ ・ シナリオライティング
・ ・ 対立解消
・ ・ ファシリテーション

・ ・ 合意形成
・ ・ ブレインストーミング

創造的課題解決 人間中心設計

納得の感動 共感 ・ 納得による推進力

要件定義
Exアプローチの基本マイルストーン（時間軸フレームワーク）

「CMMIコース」の体系9

SEI公認CMMI入門（3日）

CMMIによるSE業務改善（2日）

CMMI概説（1日）

CMMIコースラインアップ 段階表現でのプロセス改善イメージ

固有
プラクティス

共通
プラクティス

共通ゴール固有ゴール

要件管理

プロジェクト計画策定

プロジェクトの監視と制御

供給者合意管理

プロセスと成果物の品質保証

測定と分析

構成管理

成熟度レベル2 ： 管理されたレベル

成熟度レベル3 ： 定義されたレベル

成熟度レベル4 ： 定量的に管理されたレベル

成熟度レベル5 ： 最適化しているレベル
株式会社日立インフォメーションアカデミーは
米国CMU/SEIの公認研修会社に指定されている。

e-Learningプロジェクトを成功に導く
プロセス（CMMIに基づく）（4時間）

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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経営の見える化ソリューション 10

経営環境の変化が激しい昨今，ビジ
ネスの成功のためには，経営意思決定
のPDCA（Plan, Do, Check, and 

Action）サイクル全体を加速し，市場
や競合他社の動きに対応する必要があ
る。このようなニーズに応えるため，
ERPなどで集められた膨大な企業情報
の中から，経営者や部門管理者などの
意思決定者層，および業務範囲に応じ
た必要な人に，必要なタイミングで，
適切に状況・問題・リスクを提示する「見
える化ソリューション」を提供している。
　このソリューションでは，汎用の
BI（Business Intelligence）ツールを
ベースに，以下の機能を備える経営
コックピットを提唱している。
（1）監視すべきKPI（Key Performance 

Indicator：重要業績評価指標）の選定
とアラームの自動発信によりチェック
の漏れや遅れを防止
（2）KPI間の関連性定義，分析手順の
形式知化により，アクション対象を効
率的に抽出
（3）SCMシミュレーション技術によ
り，将来の経営リスクとアクションプ
ランの効果を高速高精度に評価
今後，これらの強化，拡充を進め，
次世代経営コックピットをグローバル
に提供していく。

継続革新型 業務診断サービス
継続革新型 生産システム

11

経営環境の激しい変化とコスト競争
力・現場力の低下が叫ばれる今，製造
業では内なる仕組みを徹底的に見直
し，みずから進化し続ける継続革新型
企業への変革が求められている。これ
を実現するには，旧来型の部門最適化
を繰り返す業務改革ではなく，企業全
体の最適化をめざした業務改革が必要
である。

日立グループの業務ノウハウから創
出された製造業向け製品（コンセプト
名「匠の妙」）の中で，業務改革支援
を行うのが次の2製品である。
（1）継続革新型 業務診断サービス
　モノづくり企業の全体最適化された
「あるべき姿」と「現状の姿」を，低負
荷かつ短期間で分析する。改革ポイン
トとその効果を仮説期待効果として導
出することで投資対効果の視点での業
務改革を強力にサポートする。
（2）継続革新型 生産システム
「業務プロセスの全体最適化」と「モ
ノづくり現場力の最大化」のための機
能を実装している。現場レベルでの自
律的進化を促すだけでなく，経営レベ
ルと現場レベルが直結し，スパイラル
な変革を続ける継続革新型企業への改
革をサポートする。

次世代経営コックピットの概要10

効率よく業務
目的達成

KPI関連モデルと業
務手順に従った分
析ナビゲーション

次世代経営コックピット顧客業務プロセス

SCMシミュレーションを用いて
コスト， 収益などのリスクを
評価し対策決定

設計

予算 事業経営

実需追随
計画

実行指示
実績

収集 ・ 蓄積

評価

製造

日次オペレーション

週次オペレーション

戦略 リスク
可視化

KPI
監視

経理
販売資材

実行系

生産 ・ 販売 ・ 在庫などの実態
を把握し， 問題を早期発見

自動アラーム
による
先手管理

定量化された
対策の遂行

Action

Plan

Do

Check

Action

Check

継続革新型企業モデル11

企業文化の醸成

現場力の進化

経営力の進化

仕組み変革 ビジネスモデル

知の創造
事業拡大

Action

Plan
Do

Check

情
報
連
携

情
報
シ
ス
テ
ム

情
報
連
携
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特許情報提供サービス
「Shareresearch」の
クラウドソリューション

12

特許情報提供サービス「Sharere-

search（シェアリサーチ）」は，日本に
加え12の国と地域の特許公報データ
を検索，調査するための民間企業向け
サービスである。
独自の技術により信頼性を高めた日
立クラウドソリューションHarmonious 

Cloudを適用したShareresearchクラ

ウドソリューションメニューを追加
し，オフィス内に設置していた専用
Webサーバが不要となるサービスを
2009年9月に開始した。

Harmonious Cloudの適用により，
信頼性，セキュリティ，性能を確保し
つつ，サービス利用開始までの期間短
縮が可能となる。また，サーバの新規
導入ができないユーザーや初期投資を
抑えたいユーザー，サーバ運用負担を
なくしたいユーザーなどへの利用拡大
が見込まれている。

放送業界向けファイルベースシステム
「映像音声ファイル高速同期化
ソフトウェア」

13

2011年の地上波放送全面デジタル
化に伴い，放送事業者やコンテンツ配
信事業者で扱うコンテンツが大容量化

すると想定されている。複数サーバに
ファイルの複製を分散配置すること
で，ファイルの冗長化およびサーバの
負荷分散を行うシステムでは，ファイ
ルの一部に手直しがあった場合には，
手直し後のファイルを転送して同期化
処理を行うことになる。しかし，ファ
イルサイズの大きな映像音声コンテン
ツのファイル転送には時間を要し，そ
の間は当該ファイルの運用に制限がか
かることになる。
このような問題を解決するため，日
本放送協会，日立製作所，および株式
会社日立システムアンドサービスが共
同で，「映像音声ファイル高速同期化ソ
フトウェア」を2009年3月に開発した。
［主な特徴］
（1）高速同期化処理
編集部分を自動抽出して差分のみを

転送し，自動に同期化処理を行う。
（2）高速転送処理
高性能ストリーミングマネージャミ
ドルウェアを採用することで，各デバ
イスが処理待ちをしないように処理要
求をスケジューリングし，最低限のメ
モリコピーで各種処理を実現する。
今後，本格化が予想される放送業界
向けファイルベースシステムに活用し
ていく。

金融機関の基幹系システム向け
「エンタープライズグリッド
ソリューション」

14

2008年の金融危機以後，ITリソー

スを有効活用する手段としてエンター
プライズグリッドが注目を集めてい
る。2009年9月に発表した「エンター
プライズグリッドソリューション」で
は，グリッドの幅広い適用ニーズを見
込めるバッチ処理に特化して，複数の
異なる業務アプリケーションを同じ環
境で実行するグリッド基盤の構築を支
援している。
要素技術として，計算処理を並列実
行するプロセス制御，データをオンメ
モリ化して高速アクセスを実現する
データ制御があり，基幹系システム向
けに信頼性を保持する仕組みを備え，
これらの技術を利用して企業内のITリ

ソースの効率的な利用環境を提供する。
また，グリッド基盤の構築に際して

「Shareresearch」の構成12

国外公報

インターネット

日立データセンター

顧客環境X

顧客環境n

顧客環境2

顧客環境1

Shareresearch
データセンター

Shareresearch
Webサーバ

Shareresearch
Webサーバ

Shareresearch
Webサーバ

Shareresearch
Webサーバ

セキュリティ
確保

ユーザー情報
（顧客1）

ユーザー情報
（顧客2）

ユーザー情報
（顧客n）

ユーザー情報
（顧客X）

Harmonious Cloud

国内公報
（1971年～）

ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
利
用

オ
フ
ィ
ス
内

設
置
利
用

整理標準化
（累積）

サーバ運用
不要

高速同期化処理の概要13

（1）最新データを取得

（3）編集後コンテンツ
　  を転送

制作設備サーバ

高速同期化
高速同期化

高速同期化

（2）編集 （4）差分を抽出／転送 （5）差分を受信

（5）差分を受信

（6）差分のみ更新

（6）差分のみ更新

分散管理サーバ1

分散管理サーバ2

マスタサーバ

編集システム 素材サーバ
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は，コンサルティングから構築，運用
保守まで一貫して提供している。
今後，処理の高速化，ITコスト削
減のニーズはますます高まると考えら
れ，エンタープライズグリッドソ
リューションは，その解決の切り札と
してさまざまな業種の企業での適用が
見込まれている。

ビジネスクラウドを適用した
自治体業務再編ソリューション

15

　システムのオープン化で部分最適を
めざした結果として，業務機能単位の
サーバ台数の増加やサーバ乱立による
弊害（障害多発，バージョンアップ作
業負担，設置スペース増加など）が発
生している。IT化が進む中，論理サー
バ数を大幅に削減することが難しいた
め，一部の自治体市場において仮想化
技術を使用したサーバ集約（全体再編）
が検討されている。
このニーズに対し，日立サーバ仮想
化機構「Virtage」を全面的に採用した
プライベートクラウドソリューション

により，庁内プラットフォームの全体
最適化に取り組んでいる。
各種システムの業務特性を分析し，
各論理サーバに必要なリソースや論理

サーバの配置をきめ細かく設計するこ
とで，ユーザーが必要とする処理能力
を最小のハードウェアリソースで実現
する。また，運用管理については「JP1」
による統合運用により，プラット
フォーム全体を均一で効率的に運用す
ることができ，オープンシステムの柔
軟性とレガシーシステムの集中管理を
両立した理想的なソリューションの展
開が可能となる。

自治体ダウンサイジングサイト向け
基盤ソリューションの適用

16

自治体では，これまでメインフレー
ムを適用したサービスが行われてきた
が，電算コスト削減を目的として，
UNIX＊サーバやPCサーバ系プラッ
トフォーム下で稼動するオープン系シ
ステムへのダウンサイジングが実施さ
れてきている。
自治体システムでは，業務システム
間でのデータ連携が他の業種よりも綿
密に行われるため，ダウンサイジング
は，単一ベンダーのオールインワン
パッケージを導入するパターンと，業
務システム単位で適用する自治体に
フィットする個別最適パッケージソフ
トウェアを組み合わせて全体最適化を
めざすパターンに大別される。自治体
の中でもとりわけ特別区である東京
23区を中心に，後者の手法がオープ
ン技術化の観点からも指向されるケー
スが多い。しかし，異なったパッケー
ジ間での連携では，連携機能の構築や
維持保守に多くのコストが発生する。
日立の基盤ソリューションでは，IT

エンタープライズグリッドの構成概要14

DB

複数の計算機でデータを分散管理し， データの所在を意識せずに高速アクセスを実現

複数の計算機のCPUリソースを用いた， 並列 ・ 分散処理を実現

注 ： 略語説明　CPU（Central Processing Unit）

（リスク管理など） （決済 ・ 口座振替など） （プライシングなど）
情報系業務 基幹系業務 市場系業務

部門を越えた共有業務の広がり

企業内のITリソースを統合管理し複数処理を稼動状況に応じて配分することで利用効率を向上
統合
運用管理

グリッド
プロセス
制御

データ
グリッド ファイル

仮想化技術によるサーバ集約15

Windows

Windows

#n

Linux

Linux

Windows＊

WindowsWindows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

#2#1

#m#2#1
Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Windows

Linux

Linux

Linux＊

Linux

Linux

Linux

Linux

Linux

OS 1

DB
サーバ

注 ： 略語説明など OS（Operating System）， AP（Application）
＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照

新規
業務メインフレーム

サーバ

・ 庶務事務
・ 人事給与
 ほか複数業務

・ 電子入札
・ 文書管理
 ほか複数業務

DB

DB

DB

DB

DB

DB

AP/Webサーバ
Ｖｉｒｔａgｅ＆Basic

AP/Webサーバ
VMware

複数AP/
Webサーバ

VMware

…

…
…

…

OS 2

OS 3

OS 1  2  3

予備ブレード

予備ブレード

業務特性（処理
量・性能ニーズ）， 
前提OS種別に応
じて，V i r t a g e，
VMware＊ほかに，
業務配置を再編
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リソースの統合化を実現する共通基盤
機能だけでなく，全体最適化をめざす
自治体向けの連携基盤機能の提供も行
い，個別最適パッケージのリプレース
や制度改正などへの対応を容易にして
いる。
また，この基盤に住民の異動情報や
各種資格情報を保持するため，多くの
自治体で住民サービス向上のために企
画される総合窓口サービスの参照元と
して機能することも可能となる。

社団法人日本たばこ協会
taspoシステムの新規導入

17

社団法人日本たばこ協会は，未成年
者の喫煙防止対策の一環としてIC

カード式成人識別システム「taspo」を
導入した。2008年7月の全国稼動後，
2009年9月時点で安定稼動している。
このシステムはICカードに電子決済
サービスを付与しており，データセン
ターで電子マネー情報を管理し，1日当
たり約1,000万件の取引をリアルタイ
ム処理する大規模オンライン決済シス
テムである。また，このオンライン決
済機能に加え，ピーク時で1日当たり約
20万枚のICカード発行機能や， KPI

（重要業績評価指標）機能など，ミッショ
ンクリティカルな業務サブシステムを

持ち，七つの外部センターと連携して
いる。
ハードウェアを冗長化し，かつ水平
／垂直分散のシステム構成であり，分
散トランザクションマネージャ
「uCosminexus OpenTP1」，ノンス
トップデータベース「HiRDB」，統合
システム運用管理ソフトウェア「JP1」
などの高性能・高信頼な日立グループ
のミドルウェアを用いることで稼動率
99.99％を達成した。また，「SANRISE 

Unive r s a l  Storage  P l a t f o rm」と
「HiRDB」の連携機能でデータ欠損0

のディザスタリカバリを実現している。

今後は，taspoのさらなる普及・拡
大に向けて機能拡充を図っていく。

大学向け学務情報システム
「UNIPROVE/AS」

18

大学向け学務情報システム「UNI-

PROVE/AS」は，大学の情報化推進
を支援するソリューションサービス
「IT Solution for Campus」の中核と
位置づける製品であり，五つのサブシ
ステム（教務，入試，進路支援，学納金，
奨学金）で構成している。
保守性を意識したプログラム構造，
使いやすさを追求したデザイン，シス
テムの最適化を意識したSOA（Service-

oriented Architecture）基盤の採用を特
長としたパッケージシステムであり，
大学全体のシステム最適化をサポート
する。
今後も，高度で複雑なカリキュラム
編成への対応や，学内情報の効果的な
活用を促進する，より質の高い大学の
IT環境を整備する基盤製品として機
能強化を推進していく。

全体最適化指向ユーザー向け基盤ソリューションの概要16

メインフレーム

住記

住記

税務

税務

介護 福祉

介護 福祉 ………

…………

業務データ

ダウン
サイジング

・ TCO削減
・ 全体最適化
・ マルチベンダー

国保

国保

PCサーバ PCサーバ

PCサーバ

PCサーバ 統合ストレージ

業務データ
連携データ

連携基盤

共通基盤

PCサーバ

PCサーバ

注 ： 略語説明　住記（住民記録システム）， 国保（国民健康保険）， TCO（Total Cost of Ownership）

「taspo」データセンターシステムの概要17

申込処理センター

外部センター計7センター日立グループの技術を集約し
システムを構築

全国約40万台

データセンター

マスターデータは
データセンター管理

ディザスタリカバリセンター

回線帯域100 Mビット/s
で， データ欠損なし
のディザスタリカバリ
を実現

エンタープライズ
サーバ
EP8000

ハイエンドストレージ
SANRISE

専用線

・ ハイブリッドデータ転送
・ Powered Ethernet＊
 /100 Mビット/s
・ TrueCopy
 ログ同期／データ非同期

・ 成人識別
・ 電子マネー

WWW

累計カード発行枚数
約1，000 万枚

注 ： 略語説明など TPS（Transaction Per Second）， FOMA（Freedom Of Mobile Multimedia Access）， WWW（World Wide Web）
＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照

利用

高負荷
約400 TPS

FOMA＊網

カード発行センター

など， ほか4センター

コールセンター

統合システム運用管理

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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ス－パーテクニカルサーバ
「SR16000」の研究分野への採用

19

科学技術計算分野で利用される高性
能コンピュータには，専用のハード
ウェアを用いることで実行効率の高い
「ベクトル型」と呼ばれるスーパーコ
ンピュータと，一般的なサーバ部品を
用いることで価格性能比に優れる「ス
カラー型」と呼ばれるスーパーコン
ピュータがある。
ス ー パ ー テ ク ニ カ ル サ ー バ

「SR16000」はスカラー型に分類され
るスーパーコンピュータであるが，こ
れまでベクトル型を利用してきた大学
共同利用機関法人自然科学研究機構核
融合科学研究所や気象庁気象研究所の
スーパーコンピュータとして， 採用さ
れた。このシステムでは，自社製コン

パイラによる高性能化や技術者による
チューニングによって移行作業の煩雑
さを軽減している。
今後は，優れた価格性能比と強力な
移行支援により，新たな研究分野への
適用をめざしていく。

SaaS型オンラインストレージ
「安心バックアップサービス」

20

業務データの保全は事業継続のため
に必要不可欠である。保全の対象には
ファイルサーバ上のデータやクライア
ントPC上のデータも含まれる。「安心
バックアップサービス」※）は，ファイル
サーバおよびクライアントPC上のユー
ザーデータに対するBCP（Business 

Continuity Plan：事業継続計画）対策

として利用できるSaaS型のバック
アップサービスである。
このサービスでは，データセンター
を東日本，西日本に分散して冗長化す
るなど，高度な信頼性を実現している。
また，対象データは，バックアップ時
点から復元されるまでの間は，データ
センターでもAES（Advanced Encryp-

tion Standard）128bit方式で暗号化さ
れているうえ，インターネット回線で
はSSL（Secure Sockets Layer）通信に
よって秘匿化することにより，二重の
セキュリティ対策を施している。
　これまでのバックアップでは，テー
プ装置やバックアップ専用ストレージ
などが必要であり，それによる導入コ
ストの増大が課題であった。安心バッ
クアップサービスではSaaS型の特長
を生かし，基本メニューは導入費用な
しで提供する。このため，これまでコ
ストを理由にバックアップの導入を敬
遠していたユーザーに対して，受け入
れやすいサービスとなっている。
（日立電子サービス株式会社）

「IT Solution for Campus」の中の「UNIPROVE/AS」18

基盤システム

IT Solution for Campus

教育サポートシステム

授業支援
講義配信
e-Learning
研究支援
学生ポータル

学生プロファイル管理

大学図書館
学術機関リポジトリ
電子図書館
文書管理

技術移転機関支援

知識データシステム

データ連携基盤
ネットワーク基盤
メッセージ基盤

認証 ・ セキュリティ基盤
ポータル基盤
eビジネス基盤

基本データリソースシステム

学務情報システム

法人情報
経営支援

ベースシステム

教務システム

入試システム

進路支援システム

学納金システム

奨学金システム

UNIPROVE/AS

核融合科学研究所スーパーコンピュータ
「プラズマシミュレータ」

19

「安心バックアップサービス」の概要20

クライアントPC

ファイルサーバ

ユーザ－
データ

高度なセキュリティ

インターネット
SSL通信

データセンター
（東日本）

バックアップ
データの同期

データセンター
（西日本）
信頼性の高い
データ管理

SaaS型

顧客 日立データセンタ－

ユーザーデータ

※）このサービスは，Iron Mountain社の「Iron 
Mountain Backup for PC」を利用している。
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クラウドコンピューティングに
向けたHarmonious Computing
の進化

1

ITをコスト削減，生産性向上のため
の手段として，あるいは新たな成長を
実現するための「武器」として戦略的
にビジネスに活用するためには，複雑
化したITインフラをシンプル化し，ビ
ジネス環境の変化に柔軟に対応させて
いく必要がある。日立グループは，サー
ビスプラットフォームコンセプト

Harmonious Computingを2002年に
提唱し，統合化，仮想化を核とした各
種の技術開発を推進してきた。さらに，
近年注目度が高まっているクラウドコ
ンピューティングに関しても，クラウ
ドで求められる柔軟性やスピード化と
いった要件に加え，日立独自の技術に
よって信頼性を高めた日立クラウドソ
リューションHarmonious Cloudを発
表した（2009年6月）。

Harmonious Cloudの特長は，社会

インフラシステムとしての活用をめざ
し，一般的なクラウドサービスの特長
である「コスト圧縮」，「スピード導入」，
「柔軟性」に加え，「高信頼」，「高セキュ
リティ」，「環境配慮」の三つを付加価
値として提供することにある。具体的
には，業務アプリケーションをサービ
スとして提供する「ビジネスSaaS

（Software as a Service）ソリューショ
ン」，企業向けに高信頼なITプラット

フォームリソースをサービスとして提
供する「ビジネスPaaS（Platform as a 

Service）ソリューション」，顧客のサ
イト内にクラウド技術を活用したシス
テム構築を行う「プライベートクラウ
ドソリューション」の三つのソリュー
ションから構成される。これらのソ
リューションの実現に向け，仮想化，
運用管理，グリーンITの分野で技術
開発と製品適用を進めている。
仮想化においては，統合サービスプ
ラットフォーム「BladeSymphony」の

ITプラットフォーム
経営環境の急激な変化とクラウドコンピューティングの浸透が，情報システムに大きな変化をもたらしている。
コスト削減や柔軟性向上を目的とし，SaaSなどのサービス利用や，仮想化技術を活用した自社所有システムの効率化が拡大しつつある。
日立グループはこうした動きを踏まえ，サービスプラットフォームコンセプトHarmonious Computingを進化させ，
クラウドコンピューティングに対応した製品・サービスを提供していく。

サービスプラットフォームコンセプト Harmonious Computing の進化

サーバ仮想化機構「Virtage（バター
ジュ）」や，ストレージにおけるボ
リューム容量仮想化機能「Hitachi 

Dynamic Provisioning」などを提供す
ることにより，プライベートクラウド
構築やPaaS基盤の信頼性向上に貢献
する。
運用管理においては，統合システム
運用管理ソフトウェア「JP1」に，複
雑な物理サーバと仮想マシンの構成情
報を監視モニタに自動的に反映する機
能をサポートすることで，仮想化環境
での構築を容易化している。
グリーンITにおいては，主要なIT

製品の省電力化技術開発を進める
Harmonious Greenプランに基づき，
サーバにおける電源変換効率の向上，
ストレージにおけるMAID（Massive 

Array of Idle Disks）機能の搭載，スケー
ラブルに拡張可能なモジュール型デー
タセンターなどを提供している。

Harmonious Cloudの
中心となる
「ビジネス PaaSソリューション」

2

「ビジネスPaaSソリューション」で
は，企業ニーズに応える高い信頼性と
セキュリティを実現した環境を提供し
ている。
信頼性については，通常の企業シス
テムにおいて採用されているクラスタ
構成などの可用性向上施策を，クラウ
ド内においても可能とするメニューを
用意している。セキュリティ面におい
ては，ネットワークのルータとして
「CommuniMax AXシリーズ」を利用
することでVRF〔Virtual/VPN（Virtual 

1

サービスプラットフォームコンセプト

利用形態

技術進化

提供価値 効率化
複雑さ解消

ITリソースの
統合 ・ 仮想化

ネットワークとの
融合 ・ 協調化

ITインフラの
アンビエント化

BladeSymphony，
Virtageなど

Harmonious Cloud，
JP1 Version 9など

Harmonious Cloud
エンハンス

柔軟性
スピード

いつでも
どこでも

具体化例

プロダクト

所有 利用

プラットフォームソリューション

クラウドによりさらに進化
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Private Network） Routing and For-

warding〕，VLAN〔Virtual LAN（Local 

Area Network）〕による利用者単位の
パーティションを実現している。スト
レージでは，ユーザーごとに論理ボ
リュームを提供し，各論理ボリューム
はそのユーザーの仮想サーバにおける
WWN（World Wide Name）以外から
のアクセスを排除する施策が講じられ
ている。
　さらに，所定時間内に処理を完了さ
せるといった業務のニーズにも対応す
るため，サーバ仮想化機構「Virtage」
の機能を利用し，占有的にリソース
〔CPU（Central Processing Unit），メ
モリ，I/O（Input/Output）〕を利用者
に提供することができる。また，クラ
ウド上でさまざまな業務に必要となる
ミドルウェアについては，利用目的に
応じて組み合わされたミドルウェア
と，導入・設定，保守などのサービス
を一括して提供する「ソフトウェアス
タック提供サービス」を設けている。

高度情報社会の基盤を支える
プラットフォームソリューション

3

　現代社会では，ITが一つの社会イ
ンフラとして機能しており，従来にも
増して高い信頼性が求められるように

なった。一方，オープン化の波により，
多様なハードウェア，ソフトウェアが
用いられることになり，ITにおける

プラットフォーム部分の設計・構築に
は高い技術が必要となっている。
　「プラットフォームソリューション」
は，IT基盤となるハードウェア，ミド
ルウェアを組み合わせ，利用者に最適
で信頼性が高く，先端技術を用いたプ
ラットフォームの設計・構築・運用を
提供するソリューションである。さま

ざまなシステム構築において，プラッ
トフォーム部分に関してライフサイク
ル全般にわたってカバーしている。
　また，サーバやストレージの仮想化
環境の構築，仮想化を利用したサーバ
やストレージの統合，ビジネスの継続
性を保つためのバックアップやディザ
スタリカバリ，テレワークやフリーア
ドレスによるワークスタイル改革を可
能とするセキュアクライアントなど，
目的に応じたITプラットフォームの

構築を行っている。

クラウドコンピューティング時代の
IT運用を支える統合システム運用
管理ソフトウェア「JP1 Version 9」

4

近年，企業においては，コスト削減
や運用業務の効率化に向けて，クラウ
ドコンピューティングの活用や，企業
全体レベルでのシステムの集約化によ
るIT投資の最適化への取り組みが始
まっている。一方，ITリソースの有
効活用の追求に伴い，仮想化技術を駆
使した変化の激しい運用による管理作

ビジネスPaaSソリューションのサービス一覧2

ITプラットフォームリソースの提供に加え，
高信頼， 高セキュリティ， 高効率を実現するサービスを提供

サービス名
プラットフォームリソース
提供サービス　

クラウド導入
コンサルテーション

可用性強化サービス

SaaS事業者向けサービス

クラウド導入支援サービス

リソースキャパシティ保証
サービス

ソフトウェアスタック
提供サービス

仮想化されたITプラットフォームリソースを提供

既存環境のアセスメント， クラウド導入計画などのコンサルテー
ションを実施

バックアップ／リストア， サーバのクラスタ化， ロードバランシング
などを実施

SaaS事業を行ううえで必要な機能などを提供

ネットワーク設計， アプリケーションの検証支援， クラウド環境への
移行支援などを実施

物理CPU， メモリ， I/Oなどを占有しリソースの処理性能を確保

業務アプリケーションの構築 ・ 実行に必要なミドルウェアを提供

サービス概要

高度情報社会を支えるITプラットフォーム3

企業 公共機関

企業
ITシステムITシステム

ITシステム

業種 ・ 業務
アプリケーション

注 ： 略語説明　OS（Operating System）， DB（Database）， AP（Application）

OS

DB DB メール

OS OS OS

WebAP

I
T
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

業務A

ミドルウェア

OS

サーバ

ストレージ

ネットワーク

業務B メール
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業の複雑化や，システムの大規模化に
伴う運用業務負担の増加への対応が課
題となっている。
「JP1 Version 9」では，きたるべきク
ラウドコンピューティング時代を見据
え，「Flexible & Smart」をコンセプト
に，複雑化するシステムの柔軟な運用
と大規模化するシステムに左右されな
いスマートな運用の両立をめざして製
品強化を実施した。
具体的には，仮想サーバの構成情報
を自動的に収集して障害監視画面へ反
映する機能や，増え続ける仮想サーバ
の稼動性能の監視をエージェントレス
で手軽に行うサーバ稼動監視がある。
また，さらなる大規模環境での業務運
用を視野に入れたジョブ管理基盤の強
化などを行い，仮想環境での柔軟な運
用や大規模環境での運用効率の向上な
どを支援している。
今後もクラウド時代におけるIT投
資の全体最適化の実現に向け，JP1の

強化を続けていく。
（発売時期：2009年6月）

知識・ノウハウとシステムの融合を
加速する SOAプラットフォーム
「Cosminexus」

5

ビジネス環境が急速に変化する今，
企業情報システムには，企業戦略に追
従する柔軟性や企業活動を支える堅牢
（ろう）性だけでなく，企業の成長へ
の貢献が求められている。　

SOA（Service-oriented Architec-

ture）プラットフォーム「Cosminexus」
は，高い信頼性と柔軟性を備えた，企
業情報システムを支えるミドルウェア

製品群である。最新バージョンの
Cosminexus V8では，企業の持続的
な発展を支援するため，競争力の源泉
である知識や業務ノウハウを，システ
ムに取り込んで組織全体で共有・改善
する仕組みを提供している。
例えば，業務の流れや作業上のノウ
ハウをフローチャート形式で可視化す
る新製品を提供している。ベテランが
持つ業務ノウハウをシステム上で共有
することで，組織全体での業務品質向
上を支援する。また，Webシステム

の設計・構築ノウハウを組み込んだ
SI（System Integration）支援ツールに
より，SI作業を効率化し，高品質な
システムの迅速な立ち上げを実現す
る。さらに，Webシステムの根幹で
あるアプリケーションサーバに独自の
メモリ管理機構を搭載している。これ
により，Java＊ベースのWebシステム

で一般に課題となっていたメモリ解放
処理に伴う一時的な処理停止を抑止
し，システムの長時間安定稼動を可能
としている。
今後も，企業の持続的な発展と情報
システムの安定稼動を支える製品に取
り組んでいく。

企業全体でのシステム全体最適化を実現する「JP1 Version 9」 のコンセプト4

ITリソースの効率化 運用業務の効率化

Flexible & Smart

・ ・ 複雑化するシステムでの柔軟な運用
・ ・ 大規模化するシステムに左右されないスマートな運用

「Cosminexus V8」のコンセプト5

持続的な成長 ・ 発展

企業価値

業務部門

Rapid Pluggable

Advanced

SOAプラットフォーム

経営層

知識 ・ ノウハウ

システム
部門

ビジネススピード
向上

ビジネス機会の最大化

業務品質の改善

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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統合サービスプラットフォーム
「BladeSymphony」

6

統合サービスプラットフォーム
「BladeSymphony」は， 高性能，高拡
張性，高可用性，およびTCO（Total 

Cost of Ownership）削減を実現する
新世代ITプラットフォームである。
ブレードサーバ，ストレージ，ネット
ワーク，OS，およびシステム管理ソ
フトウェアを一体化し，システム全体
の統合的な運用管理を行うことによ
り，ビジネス環境の変化に即応する
ITシステムを提供している。
ブレードサーバでは，業界最高水準
の性能・拡張性を備えるハイエンドモ
デル「BS2000」を製品化した（2009年
3月）。BS2000は80 PLUS＊ GOLD

に準拠した変換効率92%を超える
AC/DC（Alternating Current/Direct 

Current）電源モジュールを採用するな
ど，省電力化機能についても大幅な強
化を図っている。ミッドレンジ向けに
は，省スペース性に優れた小型高集積
モデル「BS320」の提供を開始し（2009

年6月），PCI（Peripheral Component 

Interconnect）拡張サーバブレードや
HDD（Hard Disk Drive）拡張サーバ

ブレードなどにより，ワンシャーシで
の業務システムを実現した。また，そ
れぞれのモデルで，高性能・高信頼な
仮想化環境を提供するサーバ仮想化機
構「Virtage」の搭載，最新OSである

Windows Server＊ 2008 R2（2009年
11月）への対応，業界初（2009年3月
時点）となる最長7年間のハードウェ
ア長期保証を行う「ロングライフサ
ポートサービス」の実施など，製品・
サービスを継続的に強化している。

サーバ仮想化機構「Virtage」 7

サーバ仮想化機構「Virtage」は，
BladeSymphonyに搭載される高信頼
仮想化プラットフォームである。
ハードウェアベースの仮想化技術に
より，プロセッサやメモリ，I/Oなど

のリソースを複数の論理ブロックに分
割し，それぞれを独立した1台の論理
サーバとして利用可能とする。また，
日立独自の技術によるI/Oパススルー

方式で，仮想サーバ環境においても物
理サーバと同等の性能，信頼性，可用
性を実現している。

今回，ハイエンドモデル「BS2000」
における標準搭載に加えて，小型高集
積モデル「BS320」での搭載をサポート
し，適用対象となる業務範囲やシステ
ム規模の拡大を図った（2009年10月）。

モジュール型データセンタ 8

モジュール型データセンタは，空調
設備の冷却効率を向上することによ

統合サービスプラットフォーム「BladeSymphony」のブレードサーバ部6

ハイエンドモデル
BS2000

小型高集積モデル
BS320

注 ： 略語説明ほか　DDR（Double-data-rate）， ECC（Error Check and Correct）， DIMM（Dual Inline Memory Module）　
＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照

省スペース
省電力

仮想化

・・ 基幹システム向けハイエンドブレードサーバ
・ 最新の4コア インテル＊ Xeon＊プロセッサをサポート
・ 高速なDDR3 Registered ECC DIMM メモリを採用し， ブレード当たり
  最大144 Gバイトを搭載
・ ブレード当たり最大2枚の拡張カードと最大2枚のI/Oボードスロットを搭載
・ I/Oスイッチモジュールにより多様なI/O構成に柔軟に対応
・ 基幹業務にも適用可能なサーバ仮想化機構「Virtage」を標準搭載

・ PCサーバ統合， データセンターに適したコンパクトなブレードサーバ
・ コンパクトな6U（1Uは約44.45 mm）シャーシにサーバ10台とLANスイッチ， ファ
  イバチャネルスイッチなどを収容
・ 最新の4コア インテルXeonプロセッサをサポート
・ HDD拡張サーバブレード， ロードバランサブレードなど多様なサーバブレード種
  により業務システムをワンシャーシに統合
・ PCサーバ電源環境にそのまま設置可能な100 V電源対応

高性能
仮想化

高信頼

2種類のブレードサーバをラインアップ用途に応じて最適システム構築が可能

サーバ仮想化機構「Virtage」7

LPAR#1

OS

標準
ドライバ

LPAR#2

OS

標準
ドライバ

LPAR#n

OS

標準
ドライバ

Virtage

仮想化アシスト機構

物理HBA 物理HBA 物理HBA

ファイバチャネルスイッチ

ストレージ ストレージ ストレージ

注 ： 略語説明　LPAR（Logical Partition）， 
　　　　　　　HBA（Host Bus Adapter） 

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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り，エネルギー消費の削減，サーバや
ストレージなどIT機器の高密度実装
を可能にした省電力・省スペースな
データセンターである。日立独自の冷
却技術を活用した空調環境コンサル
ティングサービス「AirAssist」による
設置環境のシミュレーションに基づ
き，IT機器を搭載したラックとラッ
ク型空調機を配置している。
これにより，従来設備比で消費電力
を最大約27％※1）削減し，ラックへの
IT機器集約により床面積を約75％※2）

縮小できる。最小約22 m2※3）のモ

ジュールから導入でき，ユーザーの要
望に応じた柔軟な拡張が可能である。
データセンター設備を最適化し，パッ
ケージ化することで構築期間も従来の 

6か月から2か月へと約67％短縮される。
また，IT機器と冷却装置などの配
置を最適化するためのコンサルテー
ションから構築，保守サポートまでを
ワンストップで提供する。

「HA8000シリーズ」，
「HA8000-esシリーズ」

9

アドバンストサーバ「HA8000シリー

ズ」，エコロジーサーバ「HA8000-es

シリーズ」は，インテル Xeonプロセッ

サを採用したPCサーバである。小規
模オフィス・部門サーバから，中・大
規模のデータベースサーバまで，幅広
い業務や多様なニーズに柔軟に応える
ことができるよう，設置性・環境・性能・
可用性・サポートなどの機能を追求し
たラインアップを取りそろえている。
高信頼のデータセンターへの設置お
よび運用支援サービスを付加して提供
する「預けて安心モデル」では，データ
センターへの設置をサーバ1台単位※）

から可能とし，少ない設備投資でのサー
バ導入や効率的な運用を実現した。
また，7年間のハードウェア保証を
行う「ロングライフサポートサービス」
の提供や，システム停止を未然に防止
する内蔵ハードディスク予防保全機能
を備えた「日立開発内蔵RAID

（Redundant Arrays of Inexpensive 

Disks）ボード搭載モデル」のライン
アップへの追加により，システムの安
定稼動と運用効率の向上を支援する。

クライアントブレード
「FLORA bd500」

10

クライアントブレードは，クライア
ントPCの機能をブレード型装置に凝
縮した製品である。「FLORA bd500」
は，1ラック当たり最大320台※）のク

ライアントモジュールを搭載可能な
PC高密度集約を実現した。ハード
ウェアの集約化により，データセン
ターなどの設置面積を低減し，クライ
アントPCを効率的かつ集約的に管
理・運用できる。また，各種モジュー
ルの稼動監視を常時行うコントロール
ボックスの搭載により，迅速な障害検
知・対応が可能になった。
今回，「FLORA bd500」を応用し，
クライアント集約に必要な構成要素を
1ベースユニットにパッケージ化した
「FLORA bd500オールインワンパッ

ク」を製品化した。

モジュール型データセンタ8

アドバンストサーバ「HA8000/RS220」9

※1）  IT機器電力，空調電力，電源設備損失に
ついて，壁設置型空調機採用のデータセ
ンターと比較した場合〔2008年6月の
JEITA（社団法人電子情報技術産業協会）
データに基づく〕。

※2）  250 kWシステム導入時において，壁設置
型空調機採用のデータセンター（2008年6月
のJEITAデータに基づく）と比較した場合。

※3）　モジュールの大きさは，6.3（m）×3.6（m）
（約22 m2）。 ※） 4Uからデータセンターに設置可能。

※） 42Uラック，AC200Vの場合。

クライアントブレード「FLORA bd500」10
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エンタープライズサーバ
「AP8800」

11

「AP8800」は，VOS（Virtual Stor-

age Operating System）3/USを搭載す
るメインフレームである。社会や企業
の基幹システムを支えるプラット
フォームとして，大規模なバッチ・オ
ンライン業務を高速に処理する高性
能，安定稼動を支える高信頼・高可用
性を提供している。
最大8プロセッサ搭載のモデルライ
ンアップにより約180倍の性能レンジ
があり，ニーズに応じたモデル選択，
ビジネスの成長に合わせた拡張性をサ
ポートする。また，ユーザー認証など
のセキュリティ機能強化，ビジネス継
続をサポートする災害対策システムの
構築など，新たなニーズにも応えている。
オープン環境連携およびSOAにも

対応し，既存資産を生かしながら，ビ
ジネスの変化に迅速かつ柔軟に対応す
ることができる。

高性能・高信頼
RISC-UNIXサーバ
「EP8000シリーズ」

12

「EP8000シリーズ」は，オープンプ
ラットフォーム環境でのミッションク
リティカル業務を支える高性能かつ高
信頼なRISC（Reduced Instruction Set 

Computer）-UNIXサーバである。最
新鋭プロセッサPOWER6+/POWER6＊

を搭載し，エントリーからハイエンド
まで，ニーズに応じて選択できる多彩
なモデルを取りそろえている。
「EP8000 550」は，POWER6+（5.0 

GHz）を最大8way（コア）まで搭載可
能で，従来に比べて性能を最大約
115%向上し，業界最高水準の優れた
処理性能を発揮する。

POWER6+/POWER6搭載モデル
は，プロセッサ障害発生時のリトライ・
リカバリ機能などメインフレーム並み
の高信頼化技術を導入している。また，
マイクロパーティショニング機能，キャ
パシティオンデマンド機能などのハー

ドウェア仮想化機構を従来モデルから
継承しており，システムリソースの有
効活用とビジネス規模の変化に合わせ
た迅速かつ柔軟な対応を実現する。
（発表時期： 2009年5月）

アドバンストサーバ
「HA8500シリーズ」

13

アドバンストサーバ「HA8500シ

リーズ」は，すべてのモデルにおいて
デュアルコアのインテル Itanium＊プ

ロセッサを採用し，高性能なハイエン
ドモデルから，シンプルでコンパクト
なエントリーモデルまで，豊富なライ
ンアップを取りそろえている。
サーバ環境をより高度に，より有効
に活用していくためのさまざまな仮想
化製品群を提供し，ミッションクリ
ティカルな基幹業務サーバ，Webア

プリケーションサーバ，技術計算サー
バなど，多様なニーズに対応する。ま

エンタープライズサーバ「AP8800」11 「HA8500/860」ハイエンドモデル13「EP8000 550」POWER6+搭載モデル12

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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た，ハードウェア／ソフトウェアの
サービス窓口を一本化し，顧客のシス
テム環境に応じて，サービスグレード
や対応時間，オプションメニューを自
由に組み合わせることが可能なサポー
トサービスを用意している。

スーパーテクニカルサーバ
「SR16000シリーズ」

14

「SR16000シリーズ」は，流体解析
や衝突解析，気象予測といった科学技
術計算分野向けのスーパーテクニカル
サーバである。
最新鋭プロセッサPOWER6を搭載
した「SR16000モデルL2」は，理論
ピーク性能※1）が従来機「SR11000」
と比べて約4倍となる最大300テラ

FLOPS※2）超という世界最高クラスの
性能を実現している。また，単位面積
当たりの性能を約9倍，消費電力当た
りの性能を約3倍と大幅に強化するな

ど，高性能な演算処理に加え，省スペー
ス性や省電力性など環境に配慮した新
世代のスーパーコンピュータシステム
である。

テクニカルサーバ
「HA8000-tcシリーズ」

15

テクニカルサーバ「HA8000-tcシ

リーズ」は，科学技術計算用途のPC

クラスタ向けハイパフォーマンスサー
バである。
「HA8000-tc/RS425」は，クアッド
コアAMD＊ Opteron＊プロセッサを4

個搭載し，16コアSMP（Symmetric 

Multiprocessing）の並列処理が可能で
ある。高速多段クロスバネットワーク
でノード間を接続することによって，
ノード間転送の多い大規模科学技術計
算を高速に処理する。

2Uサイズのコンパクトな筐（きょ
う）体に，プロセッサやメモリなどを
高密度に実装することで，ラックキャ
ビネットにノードを16台搭載したクラ
スタ環境では，単位面積当たりの性能
4,388ギガFLOPS/m2という省スペー
スな高性能システムを実現している。

「Hitachi Universal Storage
Platform V」 ，「Hitachi Universal
Storage Platform VM」

16

エンタープライズ向けディスクアレ
イサブシステム「Hitachi Universal 

Storage Platform V」，「Hitachi Uni-

versal Storage Platform VM」は，スト
レージコントローラによるストレージ

仮想化機能を提供している。
ストレージデバイス仮想化機能

「Hitachi Universal Volume Manager」
は，機種の異なる複数のストレージデ
バイスを仮想的に統合し，ストレージ
の管理運用を簡素化する。ボリューム
容量仮想化機能「Hitachi Dynamic 

Provisioning」は，ストレージの物理
容量に依存せずにサイズの大きなボ
リュームを定義できるため，複雑なボ
リューム容量設計を不要にし，スト
レージのキャパシティプランニングの

手間を大幅に削減する。また，ディス
クアレイの容量を追加した場合に，業
務アプリケーションデータの再配置を
自動的に行うため，サーバなどから一
部のドライブへのデータアクセスの偏
りを防ぐことができる。
これらにより，ストレージ導入時の
容量の削減と，ストレージ容量を追加
するタイミングをさらに最適化するこ
とができ，顧客のストレージ投資対効
果を向上するとともに，ランニングコ
ストの改善も可能となる。スーパーテクニカルサーバ「SR16000モデルL2」14

テクニカルサーバ「HA8000-tc/RS425」15

※1） 実際にプログラムを実行したときの性能ではな
く，同時に動作可能なすべての演算器が動作
したときの性能。

※2） 1 テラFLOPSは，浮動小数点演算を1秒間に
1兆回実行する能力。

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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「Hitachi Adaptable Modular 
Storage 2000シリーズ」の
データセンター効率化支援

17

ミッドレンジディスクアレイ「Hitachi 

Adaptable Modular Storage（AMS）
2000シリーズ」は，ボリューム容量

仮想化機能や高密度の増設オプション
などを追加し，製品を強化した。
ボリューム容量仮想化機能「Hitachi 

Dynamic Provisioning」は，ボリュー
ムの複雑な容量設計や性能設計の軽
減，ディスクアレイの容量使用効率の

向上とともに，消費電力の削減を可能
にする。「高密度拡張筐体」は従来に
比べて約2倍以上の高密度実装を達成
し，データセンターの装置設置面積を
削減する。
さらに，主に通信事業者のシステム
で求められる直流電源対応モデルを追
加し，そのほかにも8 Gビット/sファ

イバチャネルホストインタフェース対
応や「AMS2000シリーズ」専用のテー
プレプリケーション機能を追加するな
ど，データセンターでの使用効率を向
上させた運用の支援を強化していく。

NAS仮想化を用いた
効率的なファイルサーバ統合

18

「Hitachi Essential NAS Platform」
によるNAS（Network Attached Stor-

age）仮想化機能を用いて，顧客環境
での効率的なファイルサーバ統合を実
現した。これは，学生数1万人規模，
端末数600台を擁する東北学院大学土
樋キャンパスにおいて，学生向けの
メールサーバ，学内外向けのWebサー

バ，および管理用ファイルサーバを，
仮想NAS機能を用いて統合したもの
である。
導入前の環境では，（1）複数のサー
バ・ファイルシステムについてそれぞ
れ管理運用が必要，（2）サーバごとに
異なるバックアッププロセスが必要，
といった課題があった。また，サーバ
統合にあたり，学内外Webサーバ環
境，学内メールサーバ環境，管理用ファ
イルサーバ環境などをセキュリティ面
で明確に分離する必要があった。
これに対し，仮想NAS機能の導入
により，複数サーバ・ファイルシステ
ムの一元管理，バックアッププロセス
の統合管理を可能にした。また，学生，
職員などのユーザーをそれぞれ別の仮
想NASに対応づけることによって，

ディスクアレイサブシステム「Hitachi Universal Storage Platform V」，
「Hitachi Universal Storage Platform VM」

16

容量仮想化によるストレージ管理負担の低減17

書き込まれたデータを分散配置

実ストレージボリューム群

データ書き込みに応じて，
実ストレージ領域を割り当て

物理構成にとらわれない
任意容量のボリューム割り当て

ストレージプール

使用容量

仮想ボリューム

割り当て
ボリューム

業務サーバ群 ファイルサーバ， 開発環境 など
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互いに独立したネットワーク環境を構
築し，高いセキュリティの確保を実現
した。
（NAS仮想化機能「Fi l e  S e r v i c e s  

Partitioner」発売時期：2008年5月）

ストレージ管理ソフトウェア
「Hitachi Storage Command Suite」
エンハンス

19

「Hitachi Storage Command Suite」
は，SAN（Storage Area Network）環
境におけるストレージ管理者の運用を
容易にする製品群である。グッドデザ
イン賞を受賞したGUI（Graphical 

User Interface）により，複数のスト
レージが混在する環境でも統一した操
作性でストレージを統合管理できるだ
けではなく，OS，アプリケーション，
スイッチも含めたSAN環境全体を業
務視点で管理できることを特長として
いる。
　2008年から2009年にかけて出荷し
たVersion 6シリーズでは，階層スト
レージ，ビジネス継続において，構築

から，監視，対処までの一貫した運用
を容易にする付加価値製品を強化して
いる。
階層ストレージ運用を支援する製品

「Hitachi Tiered Storage Manager 

Software」では，他社ストレージを含
めた階層ストレージ環境を構築し，負
荷状況を時系列のグラフで監視し，最
適なストレージにデータを配置して対

処する時間を予測するなど，運用を容
易化した。また，ビジネス継続運用を
支援する製品「Hitachi Replication 

Manager Software」では，従来のオー
プン環境に加え，メインフレームに接
続されたストレージのレプリケーショ
ン環境を構築し，障害時の対処を可能
にするなど，運用を容易化した。

ストレージ管理ソフトウェア「Hitachi Storage Command Suite」の製品体系19

階層ストレージ

性能 ・ 容量最適化

ボリューム＆パス管理

ビジネス継続

業務ニーズ ・ 情報の価値に合わせて
ストレージリソースの活用を最適化

・ ・ Hitachi Tiered Storage Manager Software

サーバからストレージのEnd-to-Endで稼動状況を把握， 最適利用を支援

・ ・ Hitachi Tuning Manager Software

ストレージ管理の基盤となるボリュームとパスの管理

・ ・ Hitachi Device Manager Software
・ ・ Hitachi Provisioning Manager Software
・ ・ Hitachi Dynamic Link Manager Advanced

・ ・ Hitachi Replication Manager Software
・ ・ Hitachi Protection Manager Software

ディザスタリカバリ運用， データ保護運用を
一元的かつ簡単に実現

Hitachi Storage Command Suite

東北学院大学土樋キャンパスでの仮想NASを用いたファイルサーバ統合事例18

ファイルサーバの統合

学生数 ： 約1万2，500人， 端末数 ： 600台

仮想NASごとに
複数ファイルシステムの一元管理

土樋キャンパス

学内外
Webサーバ

仮想NAS＃1

AMS2300
計15 Tバイト

仮想NAS＃2 仮想NAS＃3

Essential NAS Platform

学内
メールサーバ

管理用ファイル
サーバ

泉キャンパス 多賀城キャンパス

管理運用の負担軽減

バックアップの負担軽減

・・ 各サーバ間のセキュリティ確保
 （アクセスするユーザーの論理的な分離を実現）

・・ 複数ファイルシステムの統合運用
 （専用ツールで仮想NAS一元管理）

・・ バックアッププロセスの統合管理

・・ ファイルサーバの統合

管理 ・ 運用コストの低減

導入効果

独立したネットワーク
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社会イノベーションを支える
ネットワークへの取り組み

1

人々の生活やビジネスを支えるネッ
トワークは，社会インフラとして必要
とされる高い信頼性や性能が求められ
るとともに，多様化する個人の価値観
や企業における生産性の向上への対応
が期待されている。

NGN（Next Generation Network：
次世代ネットワーク）は，IP（Internet 

Protocol）ネットワーク上に既存の電
話サービスに加え，音声，データ，映
像を融合した新たなサービスを同一の
アーキテクチャによって構築する。こ
のNGNの普及によってさまざまな
サービスを安全・安心に利用できる環
境が提供され，その活用が進展するこ
とが期待されている。
日立グループは，社会インフラとし
てのNGNの構築・発展に向けて，キャ
リア（通信事業者），ビジネス分野，お
よびライフ・コミュニティ分野へそれ

ぞれ付加価値の高いソリューション・
製品の提供に注力している。この取り
組みを通して，情報システムにおける
ネットワークの信頼性，性能，付加価
値の向上を図り，エネルギー，交通な
どの分野への適用を拡大しつつ社会イ
ノベーションの創生に貢献していく。

ネットワークシステム
高速，高信頼なNGN（次世代ネットワーク）は企業活動，個人生活を支える重要な社会インフラとなっている。
さらに，地球環境問題への対応，大規模災害や新型ウイルスの流行に対する事業継続性など，
NGNに求められるニーズはますます複雑化し，高度化している。日立グループは，社会イノベーション事業を支える
多様なネットワーク製品・ソリューションを提案し，今後も安全・安心・快適なネットワークの実現に貢献していく。

社会イノベーションを支えるネットワークへの取り組み

［キャリア，プラットフォーム］
プラットフォームソリューション

2

近年の国内通信市場は，インター
ネットユーザーが約9,000万人，人口
普及率も約75%を超えるなど市場の
飽和が懸念される一方，NGNや

WiMAX（Worldwide Interoperability 

for Microwave Access）サービスが開
始され，さらなるブロードバンド化が
進展している。それに伴い，動画配信
サービスをはじめ，通信と放送の融合・
連携サービス市場も急速に拡大しつつ
ある。また，MVNO（Mobile Virtual 

Network Operator）という形態で異業
種からの市場参入も始まり，今後さま
ざまな次世代サービスの登場が期待さ
れる一方，市場競争のさらなる激化が
予想されている。
このような背景の下，キャリア（通
信事業者）はユーザーに魅力のある新
サービスを創出，提供するとともに，

1

社会イノベーション

行政 ・ 製造 通信 ・ 金融

エネルギー
スマート
グリッド

通信事業者， ビジネス， ライフ ・ コミュニティへの
サービス， ソリューション， 製品の提供

交通
次世代交通
システム

環境

次世代ネットワーク（NGN）の発展

情報システム

NGN

グリーンIT

キャリア向けプラットフォームソリューション2

注 ： 略語説明　OSS（Operation Support System）， BSS（Business Support System）， MVNE（Mobile Virtual Network Enabler）， OS（Operating System）

光アクセス 無線アクセス

製品 ・ 技術

設計 ・ 構築

光／IP
トランスポート

コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン

運
用 

・ 

保
守

放送通信
融合 ・ 連携
（IP-TV）

MVNO事業支援（MVNE）
＜業務OS＞

OSS/BSS
サービス
提供基盤
（SDP）

ブロードバンド
ソリューション

モバイル
ソリューション

通信サービス管理
ソリューション



30

I n f o r m a t i o n  T e c h n o l o g y

次世代ブロードバンドネットワークの構成4

企業ネットワーク
アクセス ・ トランスポート アプリケーションサービス

 ・  ・ 通信 ・ 放送融合サービス
 ・  ・ 固定 ・ 無線融合サービス

IPトランスポート
 ・  ・ コアルータ
 ・ ・ エッジルータ

光トランスポート
（3）OADM
（3）MPLS-TP

ホームネットワーク

（1）ONU

注 ： 略語説明　ONU（Optical Network Unit）， OADM（Optical Add-drop Multiplexer）， MPLS-TP（Multi-protocol Label Switching–Transport Profile）

固定アクセス
（1）FTTH（PON）
メディアコンバータ

無線アクセス
3.5 G
（2）3.9 G（LTE）
（2）WiMAX

業務や設備運用の効率化などのコスト
削減を進める必要に迫られている。
キャリア向けプラットフォームソ
リューションは，それらの顧客ニーズ
に応えるべく，大規模・高信頼なキャ
リアグレードの製品・ソリューション
群を提供する。
［主な製品・ソリューション］
（1）キャリアサービス創出に必要な共
通機能群を提供する「サービス提供基
盤（SDP：Service Delivery Platform）」
（2）高画質映像を安全・快適に配信す
る映像配信システム「Videonet.tv」
（3）業務システム統合に向けて高速･
高信頼リアルタイムメッセージ処理基
盤を提供する「Kabira」
（4）MVNOの事業立ち上げ，システ
ム運用を支援する「日立MVNO事業
支援サービス」

［キャリア，プラットフォーム］
SDPを支える
次世代ゲートウェイ

3

急増するモバイルトラフィックを制御
するために，独自のタスク管理・キュー
制御技術であるAWG（Active Web 

Gateway），AMG（Active Messaging 

Gateway）を基盤とした高信頼・高性
能のゲートウェイパッケージをこれま
で提供してきた。今後のNGNやモバ

イルサービスにおいて，大容量コンテ
ンツや多様なサービスを提供する

SDPを支えるための次世代ゲート
ウェイが必要とされている。
［主な特徴］
（1）独自のパケット制御・DPI（Deep 

Packet Inspection）技術により，従来
技術に対して3倍の処理性能を実現
し，高速で複雑な通信制御を行うこと
ができる。また既存ネットワーク構成
を変更することなく容易な導入が可能
である。
（2） オープンプラットフォームの利用
と柔軟なフレームワークにより，短期
間でのサービス提供が可能である。
次世代ゲートウェイソリューション
は，帯域制御・接続制御などのポリシー
コントロール機能を実現している。今
後は，サービスや利用者契約に応じた
負荷分散制御，透過URL（Uniform 

Resource Locator）フィルタリングな
どへの応用が期待される。

［キャリア，アクセス・トランスポート］
アクセス・トランスポートの高速化

4

総務省の調査によると，日本のブロー
ドバンドサービスの速度，普及率，低
利用料金などは世界最高水準にある。
無線ネットワークでは，数Mビッ

ト/sクラスの3.5 G（Generation）サー
ビスが開始されてすでに3年以上が経
過し，ユーザー比率も9割を超えてい
る。下り速度が40 Mビット/sの

WiMAXも2009年7月から東京・名
古屋・大阪地区で開始し，2010年か
らは各キャリアが数10Mビット/s～
100Mビット/sクラスの3.9 G（LTE：
Long Term Evolution）携帯サービス
を逐次開始する計画である。
一方，固定ネットワークでも光アク
セスによる100 Mビット/sの高品質
なブロードバンドIPサービスを提供
するNGNの全国展開が進んでいる。
これら高速の無線・固定アクセスは，
最近注目を集めているクラウドコン
ピューティングの「足回り」としても
活用される。
これらに対応する以下のような高速
光アクセス・無線関連技術の開発や製
品化を行っている。
［主な製品・技術］
（1）FTTH（Fiber to the Home）上で
のテレビ配信方式や次世代PON

（Passive Optical Network）

SDPを支える次世代ゲートウェイ3

ポータル 位置情報

トラフィックコントローラ
サービス処理
モジュール

フィルタリング
モジュール

プロトコルエンジン

DPIモジュール ポリシー制御
モジュール

パケット制御機構

次世代ゲートウェイ

セッション
マネージャ

ポリシー
マネージャ

フィルタリング
データベース

クラウドサービス

固定
ネットワーク

モバイル
ネットワーク

携帯端末

PC/TV

コンテンツ
配信

認証課金 SDP
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（2）WiMAXやLTEの基地局および
ゲートウェイ装置
（3）光トランスポート装置の高速化
（1波長当たり40 Gビット/s，100 G

ビット/s）やパケットベースの伝送装置

［キャリア，アクセス・トランスポート］
次世代モバイル規格
「LTE」関連製品

5

次世代モバイル規格として，標準化
団体である3GPP （Th e 3rd Generation 

Partnership Project）において，高速な
データ伝送を実現する携帯電話向け通
信規格であるLTEが開発されており，
後述のような特徴がある。
このような中，ネットワークをつな
ぐゲートウェイ装置や端末の移動管理
を行うMME（Mobility Management 

Entity）といったネットワーク装置，
ベースバンド信号処理を受け持つ
BBU（Base Band Unit：ベースバンド
装置）や無線信号を扱うRRH（Remote 

Radio Head：無線リモート装置）な
どの基地局装置で構成されるLTE関
連製品「ER5000シリーズ」の開発を
進めている。
［主な特徴］
（1）高速なデータストリームを，伝搬
遅延に対する耐性が高い低速なデータ
ストリームに分割し，異なる周波数で
伝 送 す るOFDMA（Orthogonal  

Frequency Division Multiple Access）
技術を採用
（2）通信効率向上のため，複数のアン
テナを用いて複数のデータを同時多重
送信し，受信側では連立方程式を解く
要領で多重された複数のデータを分解
するMIMO（Multi  Input Multi  

Output）技術を採用
（3） OFDMA技術とMIMO技術を組
み合わせ，10 MHz帯域2×2 MIMO

によって，上り最大37 Mビット/s，
下り最大73 Mビット/sの高速データ
通信を実現
　今後，製品分野を順次拡大していく。
また，次々世代規格であるLTE-

Advancedの規格制定にも貢献していく。
 

［キャリア，アクセス・トランスポート］
次世代モバイル規格
「Mobile WiMAX」関連製品

6

Mobile WiMAXは，米国電気電子技
術者協会〔IEEE（Institute of Electrical 

and Electronic Engineers）〕で標準化
された規格IEEE802.16eによって開発
されており，移動中でもインターネッ
トなどへの高速な常時アクセス環境を
得られることから注目されている。
これに伴い，システム全体にわたっ
た製品開発を進めており，以下は基地

局における特徴である。
［主な特徴］
（1）小型屋外仕様
　屋外設置機器として小型化（約7 L）
を実現し，工事コストを削減
（2）屋外／屋内設置可能
　屋内のようなGPS（Global Positioning 

System）アンテナが設置できない環境
でもLAN（Local Area Network）を経
由して同期信号を受信できる
IEEE1588をサポートしており，屋外，
屋内を問わず設置が可能
（3）高機能をサポート
　小型でありながら，隣接基地局間干
渉 を 低 減 す るFFR（Fract iona l  

Frequency Reuse），上り回線のキャパ
シティを増大するCSM（Collaborative 

Spatial Multiplexing）などの高度な機
能を実装
今後は，国内市場での実績を積み重
ね，エンハンス規格であるIEEE 

802.16mにも対応した製品を展開し
ていく。

［キャリア，アクセス・トランスポート］
MPLSクロスコネクト装置
「AMN1700シリーズ」

7

インターネットや専用線などの各種
通信サービスを支える高信頼なトラン

「ER5000シリーズ」基地局装置5

RRH
（無線リモート装置）

BBU
（ベースバンド装置）

ゲートウェイ装置

Mobile WiMAX対応屋外超小型基地局6

Mobile WiMAX System

ASN CSN

基地局

屋外

屋内
ビル， 地下街 など

基地局

インターネット

IPネットワーク

HA

AAA

PDA

ASN-GW

PC

PDA

PC

注 ： 略語説明　PDA（Personal Digital Assistant）， ASN（Access Service Network）， ASN-GW（Access Service Network–Gateway）， 
CSN（Connectivity Service Network）， AAA（Authentication， Authorization， and Accounting）， HA（Home Agent）
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FM一括変換方式映像配信システムの構成8

通信光
 1.49   m
 1.31   m

μ
μ

μ
映像光
 1.55   m

ユーザー宅

ユーザー宅

収容ビル
映像配信
センタ－

BS/CS VHF/UHF/
地上デジタルIPネットワーク

PON-OLT
HE

光ファイバ
スターカプラ

映像系回路
データ系回路

V-ONU

GV-ONU

注 ： 略語説明　GE-ONU（Gigabit Ethernet–Optical Network Unit）， WDM（Wavelength Division Multiplexing）， V-ONU（Video–Optical Network Unit）， 
PON-OLT（Passive Optical Network–Optical Line Terminal），HE（Head End）， VHF（Very High Frequency）， UHF（Ultra High Frequency）

W
D
M

WDM
映像系回路

W
D
M 映像系

データ系

GE-ONU

光送信装置

スポートネットワークを実現する
MPLS-TP方式を採用した製品である。
［主な特徴］
（1）経路制御機能をパケット転送機能か
ら分離した構造と，高速切り替えを実現
するOAM（Operation, Administration, 

and Maintenance：保守・運用機能）
動作により，IPネットワークの高信
頼化が可能
（2）従来ネットワークのサービスをエ
ミュレート（模倣）する機能により，
通信サービスごとに構築されてきた
ネットワークの効率的な収容と統合が
可能
今後は，1本の光ファイバを分岐し
て複数ユーザーで共有する PONなど

各種インタフェースの追加と，大容量
化によるシリーズ製品の拡充を図って
いく。

［キャリア，アクセス・トランスポート］
光回線終端装置 GV-ONU

8

1本の光ファイバで，映像配信とデー
タ通信が可能な光回線終端装置GV-

ONU（GV-Optical Network Unit）を
製品化し，2009年2月，東日本電信電
話株式会社への納入を開始した。
［主な特徴］
（1）FM（Frequency Modulation）一括
変換方式の映像伝送
光伝送路での反射やゆがみによる信
号劣化が少ない。
（2）パススルー方式の映像出力
多チャネル映像信号は，テレビ内蔵の地
上デジタル／BS（Broadcasting Satellite）
デジタル／110度CS（Communication 

Satellite）対応チューナで直接受信が可能
である。
（3）4機種ラインアップ

製品化済みの映像専用の2機種（屋内
型／屋外型）に加え，映像受信とデータ
通信機能を統合したGV-ONUの2機
種を製品化した。加入者宅の設置場所
や利用形態に応じた装置を適用できる。
（4）遠隔での映像受信部の監視，サー
ビス停止制御

GV-ONUは，データ通信機能を利
用して，映像信号の光入力断や映像受
信部故障の遠隔監視，映像サービス停
止の遠隔制御が可能であり，保守作業
の利便性が向上する。
今後のFTTHによるサ－ビスの発
展には，高速インターネットやIP電
話に加え，映像配信を含めたトリプル
プレイサービスの普及が鍵であり，こ
の装置の適用が期待される。

［企業］
企業向け
CommuniMaxソリューション

9

2009年の市場環境は，過去に前例
を見ないほど厳しいものになってお
り，多くの企業で設備投資や運用管理
コストの削減が進められている。今後
は，企業の生産性を高めるとともに，
顧客満足度の高い，最適なシステムへ
の厳選された投資が求められる。これ
には，コンピュータシステムのみでは

AMN1700シリーズを用いたトランスポートネットワーク構成例7

住宅用アクセス

ビジネス用アクセス

注 ： 略語説明ほか　GbE (Gigabit Ethernet)， TDM (Time Division Multiplexing)， ATM (Asynchronous Transfer Mode) ， ISP (Internet Service Provider)， ASP (Application Service Provider) ， MPLS (Multi-protocol Label Switching)
　　　　　　　　  ＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照

モバイル用アクセス

GbE

AMN1700
モバイル
ネットワーク ISPs/ASPs

キャリア
イーサネット＊

MPLS
コアネットワーク

メトロ
ネットワーク

MPLS-TP

AMN1700

AMN1700

TDM/ATM

TDM/ATM

GbE

PON
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なく，ネットワークも踏まえたビジネ
ス変革を検討する必要がある。
これに伴い，ネットワークを中心に
ビジネスの変革，すなわちビジネスイ
ノベーションを支援するソリューショ
ン／製品群「CommuniMax」を提供
している。CommuniMaxは，オフィ
ス分野では社員に自由かつ快適なコ
ミュニケーション環境を提供し，ビジ
ネス分野では顧客への対応力を高めて
ビジネスチャンスを最大限に拡大す
る。また，インフラ分野では，ビジネ
スを停滞させない高信頼なネットワー
クを構築する。
［主な製品・ソリューション］
（1）オフィス分野で企業の生産性や事
業継続性を高めるIPテレフォニー，
ビデオ会議などのオフィスコミュニ
ケーション製品「IP-PBX」，「座席ナ
ビ」，「Wooolive」
（2）ビジネス分野で顧客に満足を与え
る コ ン タ ク ト セ ン タ ー 製 品
「iCTNET/IX」
（3）インフラ分野で高信頼・省電力を
実 現 す るIPネ ッ ト ワ ー ク 製 品
「CommuniMax AX/Apresia」 

［企業］
IPテレフォニーを実現する
「IPTOWER」

10

IPテレフォニーサーバ「IPTOWER」
は，企業の規模やスタイルに応じた
ネットワーク構築を可能としたフルIP

のIP-PBX（Private Branch Exchange）
である。
今回，W-VPN＊を活用して，オフィ
ス内，屋外でシームレスに通話ができ
るFMC（Fixed-mobile Convergence）
サービス※）対応機能を強化した。
［主な特徴］
（1）着信履歴を利用したFMC端末へ
の折り返し発信
　FMC端末から外部への発信時に，
従来は会社の代表番号を通知していた
ため，ユーザーが着信履歴を利用して

FMC端末を直接呼び出すことはでき
なかったが，FMC端末ごとのダイヤ
ルイン番号を通知することで，これを
可能にした。
（2）部署単位の課金管理をサポート 

　FMC端末から外部への発信時に，
端末ごとに課金グループを設定可能と
したことにより，部署単位の課金管理
を実現した。
今後もキャリアサービスに対応した
機能拡張によりサービス向上を図ると
ともに，市場拡大が予想される分野と
IP-PBXを融合させたソリューションの
提案ができる機能の開発を進めていく。

［企業］
相手のプレゼンスを把握する
「座席ナビ」

11

「座席ナビ」は，座っている席に自
動的に氏名を表示することにより，社
内の在席状況をビジュアルに確認でき
る座席表示ソフトウェアである。利用
者はPCで通常の業務を行うだけで，
フリーアドレスオフィスでも座ってい
る場所に正しく氏名が表示されるとい
う進化したプレゼンスシステムであ

「IPTOWER」のFMCサービス対応機能の強化10

＜従来＞
・ ・ 局線発信の際の番号通知は会社の代表番号
・ ・ 通話料金は会社が全体を一括で負担

＜機能強化＞
・ ・ FMC端末から局線発信時， 発信者ダイヤルイン番号を通知可能
・ ・ 局線通話料は部署ごとに分けて課金可能

着信者

発信者（Bさん）

着信番号
03-1234-5678（Bさんの番号）
履歴によりBさんに折り返し発信可能

社内／社外どちらでも
FMC端末
ダイヤルイン番号 ： 03-1234-5678A社B部署Bさん

（課金グループB）

A社C部署Cさん
（課金グループC）

注 ： 略語説明　TU（Telephony Unit）

公衆電話網

部署ごとの
課金管理実現

端末ごとに
課金グループ設定可能

TU

A社 代表番号 ： 03-1234-1111

IPTOWER TM-Ⅱシステム

TM-Ⅱ
FMCサービス

CommuniMaxソリューションによるビジネスイノベーション9

意思決定 ・
意思伝達が
スピードアップ

遠くにいても
Face to Faceの
コミュニケーション

本社

支社

フリーアドレスでも
社員の居場所が
すぐわかる

知識を共有し
的確な

レスポンスを
実現

顧客の状態を
リアルタイムに
把握し， 
迅速に対応

ニーズに合った
効果的な

プロモーション
映像を流せる

ビジネス分野

インフラ分野

いつでも
どこからでも
顧客の声に
応えられる

会話内容を
取得し

証拠保全や
CS向上に活用 コンタクトセンター

サービス

駅 ・ 街

オフィス分野

注 ： 略語説明　CS（Customer Satisfaction）

※） 携 帯 電 話・PHS（Personal Handyphone 
System）サービスエリア内であれば，全国のどこ
でも内線番号による定額料金での通話が可能な
キャリアが提供するサービス。

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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る。オフィスやフロアが離れていても
相手の在席状況を知ることができるた
め，効率のよいコミュニケーションが
可能となる。
現在，利用者からの要望も含めた新
バージョンを開発中であり，以下のよ
うな特徴がある。
［主な特徴］
（1）GUI（Graphical User Interface）
の改善
動 的 なWeb表 示 が 可 能 なAjax

（Asynchronous JavaScript＊+ Extensible 

Markup Language）技術を採用するこ
とにより，スムーズな表示動作や操作
性を実現するとともに，システム性能
を向上させ，1サーバ当たりの収容人
数を現在の3倍規模に増やす。
（2）通知機能サポート
例えば，コンタクトしたい相手が席
にいない場合，相手が自席に戻ったと
きに通知が来る機能である。これによ
り，タイミングよく，むだのないコン
タクトが可能となる。
新バージョンは2010年2月に販売開
始予定であり，今後もエコ対応やシス
テム連携への機能強化を進めていく。

［企業］
高画質・高音質ビデオ会議システム
「Wooolive」バージョン 2.0

12

ハイビジョン画質でありながら，
ネットワーク回線状況などの使用可能
な帯域にも柔軟に適応する高画質・高
音質ビデオ会議システム「Wooolive」
は，最新の映像圧縮コーデックである
H.264SVC〔Scalable Video Coding

（H.264 Annex.G）〕と，日立独自の不
要音除去・エコーキャンセル機能によ
り，高画質・高音質を実現している。

2009年5月にWoooliveバージョン

2.0をリリースした。
［主な特徴］
（1）HD（High Defi nition）ビデオ会
議を身近にする製品ラインアップ

小型で低価格な「ビデオ会議端末（標
準セットトップ）」と「小型会議サーバ」
をラインアップし，ビデオ会議システ
ムの導入を容易にした。
（2） IP-PBX，テレビ携帯電話との連携

IP-PBXとの連携（IPテレフォニー

ゲートウェイ）により，自席の内線電
話や外線から音声で会議に参加でき
る。また，テレビ携帯電話との連携
（3G-324M携帯接続用ゲートウェイ）
により，外出先からのビデオ会議への
参加が可能である。
　アプリケーション共有機能，最大接
続台数の増加（1会議200台）などの
機能エンハンスを2009年度内に順次
リリースし，市場ニーズに応えていく
予定である。

［企業］顧客満足度を高める
コンタクトセンターシステム
「iCTNET/IX」

13

「iCTNET/IX」は，小規模から大規
模なシステムまで対応可能な，拡張性
に富むIPコンタクトセンターシステ

ムであり，顧客と企業をつなぐ接点と
して顧客満足度の向上を実現する。
［主な特徴］
（1）大規模化への対応
性能向上により，1,000席を超える
規模のシステム構築が可能である。
（2）各種アプリケーションとの連携
今後普及すると考えられるSaaS

「座席ナビ」新バージョンの開発中の画面イメージ11

「Wooolive」バージョン2.0のシステム構成12

Wooolive基本構成
ビデオサーバ

（管理サーバ／中継サーバ）

標準セットトップ

他社端末ゲートウェイ

テレビ電話携帯

一般電話

IP内線電話機

BRI/PRI

公衆網

BRI

他社端末（IPタイプ）

IPテレビ電話端末

3G-324M
ゲートウェイ

IPテレフォニー
ゲートウェイ

他社端末接続オプション

IP-PBX接続オプション

テレビ電話携帯
接続オプションデスクトップ

IP-PBX

高機能セットトップ

注 ： 略語説明　BRI（Basic Rate Interface）， PRI（Primary Rate Interface）
＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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（Software as a Service）型のCRM

（Customer Relationship Management）
アプリケーションとの親和性も確保
し，幅広いアプリケーションとの連携
を図っている。コンタクトセンターで
必要性の高い通話録音機能は，音声録
音システム「RecwareⅡ」との連携に
より実現した。
（3）IP-PBX連携
日立製IP-PBXとの連携により，
ハードフォンの利用，三者通話など音
声プラットフォームとして安定した
PBX機能が利用できる。
（4）充実したオペレータ，管理者支援
機能
ユーザーから高い評価を得ているオ
ペレータ支援機能，マルチサイトに対
応したリアルタイムモニタや稼動実績
集計などの管理機能も，ユーザー意見
をきめ細かく取り込んで強化した。
（5）運用性の向上
「iCTNET/IX」，「RecwareⅡ」とも
にVoIP（Voice over IP）対応のため，
複数拠点の一体運用などによりTCO

（Total Cost of Ownership）を削減し，
効率のよい運用が可能である。
今後も，ユーザーのさまざまなニー

ズに対応できるように，いっそうの拡
張性の向上や機能充実を図っていく。

［企業］
企業の IPネットワークを支える
「CommuniMax AX/Apresiaシリーズ」

14

ITネットワークが企業インフラと
してますます重要度を高める中，その
中核となるスイッチには省エネル
ギー，高信頼性への期待がますます高
くなっている。
「CommuniMax AX/Apresiaシリー

ズ」はこれらのニーズに応えるため，
従来の高性能，トリプル認証機能など
に加え，以下の機能を実現した。

［主な特徴］
（1）ダ イ ナ ミ ッ ク 省 電 力 機 能
（CommuniMax AXシリーズ）
これは，必要なときに必要な部分に
電力を供給し，不要な部分は電力供給
を停止することで，電力消費のむだを
削減する機能である。深夜や休日で
ユーザー数や通信量が減少したときに
未使用ポートへの電力供給を停止※1）

し，また，機器内部の動作クロック周
波数※2）を下げて消費電力を削減する。
（2）超 高 速 リ ダ ン ダ ン ト 機 能
（CommuniMax Apresiaシリーズ）

MMRP-Plus※3）（Multi Master Ring 

Protocol─Plus）は，ハードウェア処理
により安定動作と超高速な冗長切り替
え（200 ms）を実現する機能である。
なお，各種接続形態〔リング／トライ
アングル／スクエア（混在可能，階層
制限なし）〕のいずれにも適応可能で
ある。
今後も新機種の追加と製品の機能強
化により，CommuniMax AX/Apresia

シリーズのラインアップ拡充を図って
いく。

コンタクトセンターシステム「iCTNET/IX」の構成13

公衆
電話網

データセンター （1）大規模化への対応

（2）各種アプリケーション連携

（4）充実したオペレータ ・
管理者支援機能

（A） リアルタイムモニタ機能
（B） 座席表形式
  オペレータ状態表示機能

（A） （B） 

IP網

データセンタ－
（クラウド型）

SaaS型
CRM

アプリケーション

（3）IP-PBX連携

コンタクトセンタ－（センタ－拠点）

iCTNET/IX

システム
管理者

音声録音システム
Recware Ⅱ

業務
アプリケーション

センタ－設備集中

コンタクトセンタ－
（分散拠点）

コンタクトセンタ－
（分散拠点）

拠点管理者 拠点管理者

オペレータ オペレータ

オペレータ拠点分散

IP-PBX

（音声プラット
フォーム）

（5）運用性の向上

「CommuniMax AX/Apresiaシリーズ」の主要ラインアップ14

10 Gエントリモデル ダイナミック省電力

ファーストイーサネットL2スイッチ

ファンレス ・ ファーストイーサネット
L2スイッチ

オールギガセキュリティL2スイッチ

コンパクト ・ ギガビットL2スイッチ コンパクト ・ ギガビットL3スイッチ

CommuniMax AXシリーズ

CommuniMax Apresiaシリーズ

AX6700Sシリーズ

ダイナミック省電力

超高速リダンダント

ダイナミック省電力 10 G対応 10 G対応

AX6600SシリーズAX6300Sシリーズ

Apresia4000シリーズ Apresia2000シリーズ

AX3600SシリーズAX2400SシリーズAX1200Sシリーズ

※1） AX6600S/6700S/1240S対応。
※2） AX6600S/6700S対応。
※3） Apresia4000対応。
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エンタープライズ向け
ストレージデバイス

1

エンタープライズ向けストレージデ
バイスとして，3.5型ハードディスク
ドライブ〔HDD（Hard Disk Drive）〕
「Ultrastar A7K2000」の出荷を2009

年8月に開始した。また，ソリッドス
テートドライブ〔SSD（Solid State 

Drive）〕を2010年初頭の出荷を目標
に開発中である。
（1）2 Tバイト3.5型HDD

業界最大容量（2009年8月時点）と
なる2テラバイト（テラは1兆。以下，
Tバイトと記す。），毎分7,200回転の
エンタープライズ向け3.5型HDD

「Ultrastar A7K2000」の出荷を2009

年8月に開始した。
この製品は，記憶容量が従来製品に
比べて2倍の2 Tバイトであり，大容量，
高信頼性，毎分7,200回転，MTBF

（Mean Time Between Failure：平均故

障時間）120万時間の製品性能と，低
消費電力とのバランスが取れたもので
ある。クラウドコンピューティング，
大規模データセンターなど，指数関数
的に増大するエンタープライズデータ
ストレージ市場の容量要求を十分に満
たす最新製品と言える。
また，オプションとして，ユーザー
データをハードウェアで暗号化して記
録する「Bulk Data Encryption」をあ
わせ持ち，エンタープライズ顧客に対
してシステムパスワードより高いレベ
ルのデータセキュリティを提供する。
さらに，RoHS（Restriction of the Use 

of Certain Hazardous Substances in 

Electrical and Electronic Equipment）
指令，ハロゲンフリー設計にも対応す
るなど，環境にも配慮している。
（2）SSD

Intel＊ Corporationと共同で，きわ
めて高い入出力性能と高信頼性，低消
費電力を実現するエンタープライズ向

ハードディスクドライブ
情報社会の進展に伴い，企業が取り扱うデジタル情報は飛躍的に増大している。
日立グループは，増え続ける情報を蓄えるストレージシステムの利用効率向上に技術の総力を挙げて取り組んでいる。
企業向けストレージデバイスとしてのハードディスクドライブには，大容量，高性能に加え，高信頼性，低消費電力動作，
データセキュリティや環境対応などさまざまな要求事項があり，これらをバランスよく満足する製品づくりが求められている。

2 Tバイト3.5型HDD「Ultrastar A7K2000」（左），開発中のSSDの内部構造（右）

けSSDを，2010年初頭の出荷を目標
に開発中である。
こ のSSDは，SAS〔Serial Attached 

SCSI（Small Computer System Inter-

face）〕あるいは FC（Fibre Channel）
インタフェースを持ち，HDDに比べ
て100倍 に 達 す るI/O（Input/Out-

put） パフォーマンスを提供する。高
速レスポンスが要求される金融トラン
ザクションサーバ，Webサーバ，ク
ラウドコンピューティングサーバなど

に最適な製品である。
また，SLC（Single Level  Cel l） 

NANDフラッシュメモリの使用によ
り，高信頼性，耐久性，高いパフォー
マンスを実現するとともに，従来の
3.5型HDD比で60～90％の消費電
力低減を可能とする。
これらの優れた特徴を持ったこの

SSDは，データセンターパフォーマ
ンスを大幅に改善し，省エネルギー，
スペース利用効率の最大化を実現し，
エンタープライズ向けストレージデバ
イスの新しい世界を切りひらく最先端
製品である。
　今後も，各種エンタープライズ向け
ストレージデバイスのさらなる性能向上
と容量増加を図り，クラウドコンピュー
ティング時代のバックボーンストレー
ジを支える製品群を提供していく。
（日立グローバルストレージテクノロジーズ）

1

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照
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高性能・省電力を支える
CMOS LSI

1

日立グループは，情報・通信装置の
大幅なデータ伝送性能向上への要求を
達成するために，高速なシリアルイン
タフェースであるSerDes（Serialization/

Deserialization）を多数搭載したLSI

（Large-scale Integration）を開発，提
供してきた。これまでに90 nmプロ

セスのASIC（Application Specific 

Integrated Circuit）で5 Gビット/sの

伝送性能を有するSerDesを複数搭載
したASICを開発し，製品化している。
現在，65 nm/40 nmプロセスに対応
した10 Gビット/sクラスのSerDesの

テストチップを開発中であり，主要情
報処理装置用ASICに搭載していく予
定である。
高性能ASICは，プロセスの微細化
に伴うリーク電流の増加，多数の高性
能SerDesと大規模論理搭載による大

幅な消費電力の増加が問題となってい
る。90 nm世代では，動作に必要な
回路にのみクロックを供給するGated 

Clock方式により約20％の消費電力
を低減した。65  nm/40  nm世代に向
けては，低消費電力SerDesを開発し，
さらに，積極的に電源電圧を制御する
Adaptive 電源電圧制御方式を開発・
適用することで90 nm世代に比べて
消費電力を約50％低減できる見込み
である。
　情報処理装置では消費電力の約 1

3

をASICが占めており，この技術を適
用して情報処理装置の省電力化を推進
していく。

社会インフラ事業
（通信・医療・産業）を支える
SiGe BiCMOS LSI技術

2

BiCMOS（Bipolar Complementary 

Metal Oxide Semiconductor） LSI技術
は，高速性に優れるBipolarトランジ

システムLSI
安全で快適，高効率な社会環境の実現に向け，情報通信技術のさらなる進展と高性能化，省エネルギー化が求められている。
日立グループは，このような社会イノベーションをめざしたシステム LSIの開発に取り組んでいる。
次世代通信分野向け省電力・高性能 LSIや，医療・産業・交通などの分野向けの
高信頼・高機能・省スペースなミックスドシグナル LSIなどを提供している。

データ転送性能向上への要求と高速シリアルインタフェースの動向

1997 1999 2001

注 ： 略語説明　PCI-Ex（Peripheral Component Interconnect–Express）， SATA（Serial Advanced Technology
　　　　　　   Attachment）， G（Generation）

PCI-Ex（G1）
（3 Gビット/s）

PCI-Ex（G2）
SATA（6 Gビット/s以下）

100 G Ethernet
（25 Gビット/s以下）

サーバ系装置注 ：
通信系装置
ストレージ系装置

PCI-Ex（G3）
10 G Ethernet（10 Gビット/s以下）

2003 2005
製品化時期（年）

SerDes規格動向
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SiGe BiCMOSシリーズ

Si BiCMOSシリーズ

15.0

スタと，高集積化に優れるCMOS

（Complementary Metal Oxide Semi-

conductor）トランジスタを同一ウェー
ハ上に形成し，高度な回路機能を一つ
のLSIに集約する技術である。

SiGe（Silicon Germanium）エピタ
キシャル成長技術を導入したSiGe 

BiCMOS LSIを開発した。従来のシリ
コンLSIプロセスの利点を損うことな
く，高価な化合物半導体に迫る210 

GHzの超高速応答性能と，高集積の
CMOSロジックとの1チップ化を実現
したものであり，情報通信インフラを
支える光通信用LSIに適用している。
さらにデバイスの高耐圧化や，高精度
受動素子の混載化技術を開発し，産業
分野，医療分野向けのLSIに適用する
など製品拡大を継続中である。
今後は，Bipolar性能のいっそうの
高周波化を進め，次世代交通システム
を支えるミリ波レーダなどに適した
LSI技術の開発を推進していく。

1 BiCMOS LSI技術ロードマップ2
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携帯機器用
a-Si TFT高精細液晶ディスプレイ

1

ワンセグ・インターネットブラウザ
対応の多機能携帯電話の普及に伴い，
大画面・高精細な液晶パネルの需要が
ますます大きくなっている。
これに対応するため，量産中の

LTPS（低温ポリシリコン）液晶パネル
のほかに，既存の低解像度の汎用品を
生産するa-Si（アモルファスシリコン）
用ラインを利用して，高解像度VGA＊

（Video Graphics Array）クラスのTFT

（Th in Film Transistor）液晶パネルを
量産する技術を確立した。従来は困難
であった画素数増加による駆動信号線
数増加や液晶パネル上の配線面積確保
を，多出力駆動IC（Integrated Circuit）
の開発や多層配線などの工夫によって
可能としている。
開発した3.2インチ（約81.28 mm）
ワイドVGA（480×800画素，87 μm

画素ピッチ）a-Si TFT液晶パネルは，
斜めから画像を見てもコントラストや
色合いが変化しにくいIPS-Pro（In-

Plane-Switching ─Provectus）液晶表示
モードの採用により，高画質で広視野
角を実現し，高い評価を得ている。
今後も，日立独自のIPS技術をコア
に技術革新を継続し，顧客需要に迅速
に対応して高度情報社会の進展に貢献
していく。
（株式会社日立ディスプレイズ）

ディスプレイ
デジタル社会のキーデバイスであるフラットパネルディスプレイの応用分野は，
携帯電話やデジタルカメラ，アミューズメント・医療・車載機器など幅広い用途に拡大している。
日立グループは，広視野角・高速応答・低消費電力に優位性を持つ IPS液晶表示モード技術をコアとして，
各分野のニーズに対応した液晶ディスプレイを開発し，提供している。

携帯機器用3.2インチワイドVGAパネルの外観(左)，LTPSとａ-Si TFTの画素比較(右)

LTPS

87   mμ 87   mμ

3.2インチ480×800画素

a-Si TFT

3.2インチ480×800画素

WVGA（480×800）では
非表示エリア

注 ： 略語説明　WVGA（Wide Video Graphic Array）

QHDWVGA

1.5 mm

1.5 mm

携帯機器用
超高精細（540×960画素）
液晶ディスプレイ

2

フルハイビジョン規格（1,080×
1,920画素）の普及とともに映像の高
画質化が進み，情報端末機能を持つ携
帯電話用ディスプレイにも情報をより
多く表示できる大画面化，高精細化が
求められている。この要求に対応する
ため，3.3インチ（約83.82 mm）QHD

（Quarter High Definition）（540×
960画素）液晶パネルを開発した。
開発品は，微細加工と液晶パネル上
に駆動回路の形成が可能である低温ポ
リシリコンを用いたIPS-Pro技術によ
り，写真画質並みの高解像度となる
332 ppi（pixel per inch）を実現してい
る。液晶を駆動するための周辺回路に
おいては，高精細対応の新駆動回路方
式を採用することで，高精細に伴って
困難になってくる液晶駆動電圧の安定
化による高画質化と，狭額縁化（ガラ
ス部：1.5 mm幅）を同時に実現した。
今後も，さらなる技術革新を継続し，
競争優位性を確保可能な高性能液晶パ
ネルの製品化を促進する。
（株式会社日立ディスプレイズ）

1

携帯機器用3.3インチQHDパネルの外観（左），3.3インチ従来WVGAとQHDパネルの画像比較（右）2

＊は「他社登録商標など」（129ページ）を参照




